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はじめにはじめにはじめにはじめに    
 武蔵野市では、女性行動計画を推進するとともに、関係部課相互

間の事務の連絡を図るために、武蔵野市女性関係行政推進会議を設

置しています。 

 この会議は、市長を議長とし、助役および関係部課長(右表参照)

により構成され、今年度は６月３日に開催されました。 

 本報告書は、この会議に提出された武蔵野市第二次女性行動計画

事業等調査報告書をまとめたものです。 

２００３年７月 
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 ＊計画期間は平成 10～14年度の 5ヵ年 
＊実施区分 

A すでに実施されている事業で、今後も継続・充実する事業 
B 計画期間内に新たに施予定の事業 
C 将来の検討・研究課題とする事業 
D 国・都に対し要望する事業 



１.武蔵野市第二次女性行動計画施策の体系図

基本目標 （課題） （施策の方向）

両性の尊重に関する意識啓発

学校教育における男女平等教育の推進
生涯学習における男女平等教育の推進

女性問題に関する啓発・普及の充実
女性問題に関する情報の収集・提供
女性問題に関する調査・研究

市政への女性参画の拡大
市政への女性職員の参画の拡大

男女平等推進のための企業への働きかけ
女性の職業能力開発と就労機会の拡大
女性の創業と起業への支援
地域を拠点とする新しい仕事づくりの推進
パートタイム等における労働条件の整備

家庭生活への男女共同参加・参画の推進
地域活動への男女共同参加・参画の推進
女性グループへの支援のための行政メニュー開発

国際交流の促進と学習機会拡充
市内在住外国人への支援

Ⅱ．あらゆる分野への男
女共同参画の推進

人権としての性の尊
重

男女平等観に立った
教育・学習の推進

男女平等の社会的
風土づくり

Ⅰ．男女平等観に立った
人間形成と社会的風土づ
くり

政策・方針決定過程
への男女共同参画
の推進

男女共同参画社会を
めざして

国際社会への男女
共同参画と国際協力
の推進

家庭・地域社会への
男女共同参加・参画
の推進

労働の場における男
女共同参画の推進

1ページ



基本目標 （課題） （施策の方向）

保育施策の充実
子育て支援の充実

在宅介護の充実
ホームヘルパー等の人材の養成・確保
介護者への支援の充実
施設の整備・充実

生活安定の支援
社会参加・参画の推進
福祉情報と相談の充実

ひとり親家庭の生活の安定と自立への支援
障害者の生活の安定と自立への支援

母性保護の推進
母子保健の充実
健康づくりの推進

女性相談事業の充実 女性総合相談の実施

庁内推進体制の強化
市民参画による推進体制の強化
男女共同参画推進条例の制定と男女共同参画都市宣言
国・都・市・区・町・村との連携強化

むさしのヒューマン・プラザ（仮称）の建設

高齢社会に対応した
介護・看護施策の充
実

高齢者の自立と生活
安定のための条件整
備

社会的困難にある女
性の生活安定と自立
への支援

男女共同参画社会を
めざして

Ⅲ．男女共同参画社会を
支援する社会的環境整備

多様な生き方・家庭
形態に対応した育
児・保育環境の整備

母性保護と女性の健
康増進

計画推進体制の整
備と強化

Ⅳ．計画を推進するため
の体制づくり

男女共同参画社会を
形成するための総合
的組織の整備と施設
の建設
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2.武蔵野市第二次女性行動計画事業等調査報告書

基本目標Ⅰ 男女平等観に立った人間形成と社会的風土づくり
　　　課題１ 人権としての性の尊重
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)両性の尊重
に関する意識
啓発

①人権尊重に関する
啓発の実施

 女性と男性がその性
別に関係なく平等な存
在として互いに尊重し
あえる社会づくりのた
めの啓発を行う。

A ◆市報掲載・・・６／１号（６／１の人権
擁護委員の日にちなみ、人権思想を
啓発）、１２／１号（12/4～12/10の人
権週間に男女共同参画社会の実現を
含めた人権思想を啓発）◆啓発チラ
シ・物品の配布・・・（12/4～12/10の人
権週間に人権尊重に関する啓発用チ
ラシ等を市役所、市政センターで配
布。)

市報掲載（６／１号、１２／１号）、啓発
用チラシ等の配布

企画政策室
市民活動セ
ンター

Ａ

　都労政事務所と市の共催で開催した
「労働セミナー」のテーマの一つとして､
「セクハラ防止」をとりあげた（Ｈ１４．１
２．３）。

都労政事務所との共催事業を計画し
ている。

環境生活部
生活経済課

 ②人権としての性に関
する啓発の実施

　男女がともに人権を
尊重する視点から、性
の商品化や女性への
暴力などの撤廃、禁止
についての啓発を行
う。

B ○男女共同参画セミナーで、DV防止
法についてのセミナーを２回開催。場
所：むさしのヒューマン・ネットワークセ
ンター。
「DV防止法ってどんな法律ですか？」
３月14日。講師：戒能民江（お茶の水
女子大学教授）
「多摩でDVを考える会の活動から～
自分たちができることからを合言葉に
～」３月19日。講師：土方聖子（多摩で
DVを考える会代表）
「まなこ」49号で内閣府男女共同参画
局で制定した「女性に対する暴力根絶
のためのシンボルマーク」を紹介した。
自己評価：引き続きの情報収集・提供
と、セミナーへの参加増を図る。

○｢まなこ」や、男女共同参画セミナー
でも随時とりあげる。

企画政策室
市民活動セ
ンター
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 ③性に関する正しい
知識の普及・啓発

　妊娠や出産などにつ
いて、女性の自己決定
権（リプロダクティブ・ヘ
ルス/ライツ)が充分尊
重されるよう性や生殖
についての正しい知識
や情報を提供し意識啓
発を図る。

B ○むさしのヒューマン・ネットワークセ
ンター及び市民活動センターにて、都
内でのセミナー等開催情報を提供し
た。
自己評価：随時、問い合わせに対応で
きるよう情報収集・提供をしていきた
い。

○｢まなこ」でも随時取り上げる。 企画政策室
市民活動セ
ンター

 ④エイズ予防事業の
実施

エイズ感染症予防のた
めの､普及啓発活動の
実施並びに相談体制
の整備を図る。

Ａ 福祉保健部
保健推進課

⑤「性の相談室」の設
置

あらゆる年齢層の相談
に対応するための専門
カウンセラー､医師の
常駐する「性の相談
室」の設置を検討する｡

 Ｄ 福祉保健部
保健推進課

基本目標Ⅰ 男女平等観に立った人間形成と社会的風土づくり
　　　課題２ 男女平等観に立った教育・学習の推進
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)学校教育に
おける男女平
等教育の推進

①男女平等教育のた
め総合的な指導計画
の作成

　男女平等教育を特定
の教科のみで実施する
のではなく、学校教育
活動全体をとおして展
開し、そのための総合
的な指導計画を作成す
る。

C ○道徳、特別活動、総合的な学習の
時間などに、男女平等教育に関わる
視点を人権尊重の一環として取り上げ
た。
自己評価：

○引き続き、男女平等教育を指導計
画に位置付けていく。

教育部
指導課

②指導資料の活用 　東京都作成の｢男女
平等教育指導資料」を
活用し、各教科等にわ
たり男女平等教育の視
点を重視した教育活動
を行う。

A ○道徳､体育､家庭科を始め、すべて
の教科等においても男女平等観に
立った指導を行う。
自己評価：

○資料の活用を一層進める。 教育部
指導課

パンフレット作成　　1種類　5，200部
オリジナルポスター作成　　350枚
横断幕の設置(エイズ予防月間）

相談体制　　随時
　保健師による面接､電話による相談
の実施

自己評価：エイズ予防を推進するため
にも､さらに普及啓発活動が必要であ
る｡

パンフレット作成　　5,200部
オリジナルポスター作成　　350枚
横断幕の設置（エイズ予防月間）

相談体制　　随時
　保健師による面接､電話による相談
の実施
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③男女平等教育推進
校の指定

　男女平等教育を総合
的に取り組む推進校を
指定し、その活動と研
究成果を他校の教育
活動に活用する。

B ○道徳の授業公開が小中学校１７校
において実施され、男女の協力や思
いやりなどの学習を進めた。
自己評価：

○道徳の授業公開の実施が小・中学
校全校に拡大される。また、第一小学
校では、引続き都の人権尊重教育の
指定を受ける。

教育部
指導課

④隠れたカリキュラム
の点検と見直し

　学校活動全般で男女
の役割分担やイメージ
の固定化が習慣として
無意識に行われていな
いかを点検し、見直
す。

A ○学芸会や運動会などの学校行事
等、さらに日常の係り活動や委員会活
動等において、不必要に区分､分離し
たりすることのないよう､校長会・教頭
会などで啓発した。
自己評価：

○引き続き、教師の児童生徒に対す
る接し方や役割分担、授業内容･方
法、施設･設備の利用等において男女
の偏り等のないよう努める。

教育部
指導課

⑤技術・家庭科の男女
共修の充実

　男女が協力して家庭
生活を築くことを目指し
て、技術・家庭科の共
修を充実する。

Ａ ○学習指導要領において男女共修が
前提として示されており、現在もそのと
おり実施されている。

○同左 教育部
指導課

⑥教職員研修の充実 　教職員の男女平等に
ついての理解を深め、
意識改革を促すため、
人権尊重教育推進委
員会を設置し、人権に
関わる授業研究、講演
会、先進校訪問等の研
修を実施し、人権意識
の高揚を図る。

A ○授業研究会の実施　3回、講演会1
回、先進校訪問1回を人権尊重推進委
員会を中心に行い、その他初任者研
修会、進路指導主任会での啓発も進
めた。
自己評価：

○引き続き、各研修会を充実させてい
く。

教育部
指導課

⑦幼児教育関係者の
研修と充実

　幼稚園教職員の研修
に男女平等の視点を
盛り込み、理解と認識
を深めていく。

C ○小中学校教員の研修への参加を促
した。
自己評価：

○引き続き、同様の形での推進を図
る。

教育部
指導課

⑧女性教職員の管理
職への積極的登用

　管理職構成の男女差
の解消を図るため、女
性教職員の管理職試
験受験を奨励する。

A ○受験の奨励を図る。
自己評価：

○引き続き奨励する。 教育部
指導課
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⑨進路指導内容の充
実

　性別にとらわれること
なく一人一人の個性を
生かした進路選択がで
きるよう進路指導の充
実を図る。

A ○進路指導主任会を設置し、一人一
人の能力･適性を生かした進路の選択
ができるよう、各学校への啓発を進め
た。全中学校で職場体験を行い、性別
にとらわれない職業観の育成を進め
た。
自己評価：

○進路指導主任を中心として、各中学
校での職業観、男女平等観の啓発を
一層推進する。

教育部
指導課

⑩小中学校における性
教育の推進

　児童･生徒の発達段
階に応じた計画的な性
教育を推進するため、
性教育指導資料を作
成し、充実を図る。

A ○市作成の副読本「わたしたちの性」
（小･中）を使用し、各学校において指
導の充実を図った。
自己評価：

○平成14年度完全実施の学習指導要
領では3･4年生から性教育の実施が
図られている。

教育部
指導課

⑪教職員に対する性
教育研修の充実

　性教育の指導内容･
方法についての研修を
全教職員を対象に実
施する。

A ○養護教諭･保健主任会を年9回実施
し、性教育について理解を深める研修
を行う。
自己評価：

○引き続き実施する。 教育部
指導課

⑫児童・生徒向け啓発
資料の作成

　児童･生徒の発達段
階に応じた性教育資料
と指導書を作成し、活
用する。

Ａ ○副読本「わたしたちの性」を小学校5
年生及び中学校1年生に配布、活用し
た実践を行った。
自己評価：

○引き続き実施する。 教育部
指導課

 (2)生涯学習に
おける男女平
等教育の推進

①ヒューマンカレッジ、
女性セミナー等の女性
問題講座の開催。
(*ヒューマンカレッジは
11年度よりむさしの
ヒューマン・ネットワー
クセンター運営協議会
主催事業)

　女性問題を体系的、
総合的に学習する講
座を開催する。各種講
座に男女平等の視点
を盛り込んでいくととも
に、各事業を保育付き
で実施し、子育て中の
市民の参加を促す。

　

A ○男女共同参画セミナー
開催日：15年1月17日
講座名：｢女と男、共に生きる２１世紀」
講師：佐藤和夫（千葉大学教授）
場所：むさしのヒューマン・ネットワーク
センター
参加人数：19名
自己評価：参加人数増加を図るため、
ＰＲ方法、開催日・時間等を再考した
い。

○男女共同参画セミナー
開催日：未定
講座名：未定
講師：未定
場所：未定

企画政策室
市民活動セ
ンター
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○ライター入門講座
開催日：15年2月17日、24日、3月3日、
10日
講座名：ライター入門講座(全4回)「楽
しく書ける文章術」
講師：西村良平(日本エディタースクー
ル)
参加人数：18名
場所：むさしのヒューマン・ネットワーク
センター会議室
自己評価：テーマを「楽しく書く」という
ことに絞ったため、内容的にはまと
まったが、時間内に収めるには目一杯
の内容であった。自主講座への参加
希望者、「まなこ」へのレポーター協力
者も得ることができた。保育児の親同
士での繋がりもできた。

○ライター入門講座
開催日：未定
講座名：ライター入門講座(全4回)
講師：西村良平(日本エディタースクー
ル)
場所：むさしのヒューマン・ネットワーク
センター

A （１）子育て中のお母さんのためのモー
ニングコンサート（保育付）
 H14.10.10　｢ジャズ ｉｎ オータム」
　応募者　大人70名　幼児25名
　参加者　大人63名　幼児22名
 H15. 1.31「イングリッシュ ハンドベル」
　応募者　大人108名　幼児48名
　参加者　大人118名　幼児33名
 

（１）子育て中のお母さんのためのモー
ニングコンサート（保育付）
 

教育部
生涯学習ス
ポーツ課

○市民会館
（２）市民セミナー
「はじめて作るビーズアクセサリー（初
心者編）」 　Ｈ１4．６/19，７/3，10，17
全4回　　1５名
①ビーズの説明　指輪を作る①
②指輪を作る②
③ネックレスを作る
④お揃いの指輪とネックレスを作る
　講師　　横野桂子氏

○市民会館
（２）市民セミナー
「はじめて作るビーズアクセサリー（初
心者編）」 　Ｈ１5．7/8，15 全2回　　1
５名
①ビーズの説明　指輪を作る①
②ブレスレッドを作る

　講師　　横野桂子氏
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②市民の自主活動研
究への支援

　女性問題解決に向け
活動する団体に対し、
事業費・研究費・場の
提供等の支援を行う。

A ○活動の場の提供(むさしのヒューマ
ン･ネットワークセンター)
自己評価：引き続き支援する。

○同左 企画政策室
市民活動セ
ンター

A ○社会教育関係団体対象事業　（女
性団体）
（１）社会教育借上バスの提供（参加
者数）
・むさしのスカーレット（３７名）
・新日本婦人の会　武蔵野支部（３６
名）
自己評価：

○社会教育関係団体対象事業予算
　　　　　　　　　　　　（社教団体全体）
（１）社会教育借上バスの提供
　　　　　　　　　　10,640千円　（133台）
（２）社会教育事業講師謝礼
　　　　　　　　　　　　800千円　（40団
体）

教育部
生涯学習ス
ポーツ課

③市内大学女性学講
座等への市民聴講生
の派遣

　市内大学と連携を図
り、女性学講座等への
市民聴講生制度の充
実を図る。

A ○市民聴講生（3大学に総計160名を
派遣）
うち、女性総受講者　　99名
自己評価：

○※平成１５年度から自由大学の開
学に伴い、市民聴講生制度は廃止さ
れる。（聴講制度は自由大学の一環と
して継続される。）

教育部
生涯学習ス
ポーツ課

④図書館・市民会館の
整備と充実

市民の学習意欲に応
えるために整備、充実
を図るとともに、女性問
題解決のための情報
提供や図書資料を市
民に豊富に提供する。

Ａ ○むさしのヒューマン・ネットワークセ
ンターに女性問題に関する図書、各自
治体、行政機関、NPOなどからの刊行
物を整備。同協議会と検討し、随時図
書、雑誌などを購入。
　14年度図書購入35冊（蔵書数約千
冊）
自己評価：引き続き整備する。

○同左
　

　15年度図書購入予定　25～30冊

企画政策室
市民活動セ
ンター

Ａ ○年間購読冊子『女性教養』
自己評価：

○継続
 

教育部
生涯学習ス
ポーツ課

Ａ 「ジェンダー白書」、「男女共同参画社
会をつくる」、「ドメスティックバイオレン
ス」等女性問題解決のための図書資
料49冊を購入、提供した。

女性問題解決に関する図書資料の一
層の充実を図りたい。

教育部
図書館課
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⑤家庭教育学習の充実　家庭での固定的な役
割分担意識の解消や、
男女平等観に立った家
庭づくりのための講座
を開催する。

A ○男女共同参画セミナー、ライター入
門講座、女性フォーラムトーク＆シネ
マなどの開催。

○同左 企画政策室
市民活動セ
ンター

Ａ ○市民会館
母と子の教室（第１期～第３期）
第１期「あそびの中で育つ力」
　4/12～6/28　全11回
　参加者　母子20組
　講師　須貝京子氏①～④、⑥、⑧～
⑪、岡田京子⑤、⑦
第２期「自分らしさと子育てと」
　9/13～11/29　全11回
　参加者　母子20組
　講師　小松ゆり氏①～⑪
　
第３期「子育てにロマンをつむぐ｣
　1/14～3/25　全11回
　講師　園田とき氏①～④⑥～⑪
　　　　　川合京子氏⑤、
　
自己評価：

○市民会館
母と子の教室（第１期～第３期）
第１期「あそびのなかで育つ力」
　4/12～6/28　全11回
　参加者　母子20組
　講師　　北島尚志①②、千葉知江
子、③須貝京子氏④～⑪
　
第２期「未定」
　9～11月　全11回　母子20組
　講師　鈴木典子氏
第３期「未定」
　1～3月　全8回　母子20組
　講師　園田とき氏

教育部
生涯学習ス
ポーツ課
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⑥男性講座の開催の
充実

　男性の日常生活の自
立と、家庭での協力を
促すため男性を対象に
した、育児、家事、介護
などの講座を開催す
る。

A ○むさしのヒューマン・ネットワークセ
ンター及び市民活動センターにて、都
内でのセミナー開催等について、情報
収集・提供を行なう。｢まなこ｣などで、
適宜情報を掲載。
自己評価：男性対象の講座を立ち上
げるまでには至らない。

○同左 企画政策室
市民活動セ
ンター

Ａ ○市民会館
母と子の教室（第1～3期）
「家族みんなでふれあいタイム！」
父親参加の公開保育の実施（土曜日
開催）
父親参加者　第1期13名、第2期７名、
第３期６名
自己評価：

○市民会館
母と子の教室（第1～3期）
父親参加の公開保育の実施（土曜日
開催)「家族みんなでふれあいタイ
ム！」

教育部
生涯学習ス
ポーツ課

基本目標Ⅰ 男女平等観に立った人間形成と社会的風土づくり
　　　課題３ 男女平等の社会的風土づくり
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)女性問題に
関する啓発・普
及の充実

①講演会、フォーラム、
シネマフォーラム等の
開催

　女性問題について市
民の関心と理解を高め
るために開催する。そ
の際、テーマ、開催時
間、保育付き等に考慮
し、男性を含め多くの
市民の参加を呼びか
ける。

A ○トーク＆シネマ
開催日：14年12月14日
講演：｢ともに輝いて生きる」
講師：槙坪夛鶴子（映画監督)
映画：「老親」　2000年作品　112分
参加人数：132名
場所：武蔵野公会堂ホール
自己評価：ＦＭむさしの、市内掲示板、
ムーバス内ポスター掲示など、事前Ｐ
Ｒに努めたが、ＰＲの効果的な方法に
ついて再考していく必要がある。

○トーク＆シネマ　内容は未定
○女性フォーラム　内容は未定

企画政策室
市民活動セ
ンター
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②女性情報誌の発行 　女性問題について市
民の共通認識を進め、
男女共同参画社会を
目指して情報誌「まな
こ」を発行する。

A ○年4回各8,000部　年間テーマ「シェ
ア（分担する）」
　47号　自分らしい働き方さがしてみよ
うよ!!(14年7月)
　48号　子育ての喜び、分かち合って
いますか？(14年10月)
　49号　介護は支え合って･･･(15年1
月)
　50号　50号記念特集　想いつない
で･･･「まなこ」12年の歩み(15年3月)
自己評価：市民レポーターの市内体験
取材など活動範囲が広まった。

○同左　年間テーマ「表現するために」
　№　　特集は仮タイトル　(発行予定
月)
　51号　かく[書く・描く](15年7月)
　52号　そだてる(15年10月)
　53号　つたえる(16年1月)
　54号　つくる（16年3月)

企画政策室
市民活動セ
ンター

③研修会等への参加
の推進

　公共機関主催の女性
問題研修会等への市
民の参加を推進し、意
識啓発を行う。

A ○むさしのヒューマン・ネットワークセ
ンターの情報交流コーナーで自治体、
行政機関、市民団体などの研修会、
講演会などの情報を提供。
自己評価：ホームページの活用が広
まってきている。

○同左。同センターのホームページを
活用し、情報提供を充実する。

企画政策室
市民活動セ
ンター

④市の刊行物をとおし
て男女平等意識の啓
発

　市報、教育むさしの、
男女平等情報誌「まな
こ」等をとおして男女平
等意識を広める。

A ○「まなこ」で男女平等意識を広げる。 ○同左 企画政策室
市民活動セ
ンター

Ａ 「教育むさしの」にて教育目標を掲げ、
人権教育とともに男女平等の啓発に
努めた。また、編集にあたり男女平等
意識の普及から作成した。

平成15年度も「教育むさしの」にて男
女平等観に立った人間形成と風土づく
りの視点に立って編集を行い、啓発に
努めていく。

教育部
教育企画課

 市報・CATV・FMなど
をとおして男女平等意
識をひろめる。

Ａ 所管課から提出された情報を市報や
ホームページに掲載したが、その中で
も重要なものはFM・CATVでも取り上
げた。

前年度同様に実施していく 企画政策室
広報課

 (2)女性問題に
関する情報の
収集・提供

①女性資料コーナーの
充実

　むさしのヒューマン・
ネットワークセンター内
に女性情報コーナーを
設置し、女性問題関連
図書・資料を積極的に
収集し、市民に提供す
る。

A ○むさしのヒューマン・ネットワークセ
ンターに女性問題に関する図書、各自
治体、行政機関、NPOなどからの刊行
物を整備。同協議会と検討し、随時図
書、雑誌などを購入。
　14年度図書購入35冊（蔵書数約千
冊）
自己評価：引き続き整備する。

○同左
　
　15年度図書購入予定25～30冊

企画政策室
市民活動セ
ンター
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②情報ネットワークの
確立

　市の施設等で気軽に
情報提供を受けられる
ように、各公共施設の
情報ネットワーク化を
図る。

C 特になし 内部統合情報システム用回線として、
外局、施設と本庁間に光ファイバーを
敷設する。

総務部
情報管理課

③女性団体への情報
提供

　女性団体等の自主的
な交流活動を活性化す
るため、女性問題関連
情報を積極的に提供
する。

A 　○むさしのヒューマン・ネットワークセ
ンターの情報コーナーで女性問題関
連情報を提供。
自己評価：センターホームページとリン
ク希望する団体等の活動から、情報
提供を充実しつつある。

○同左。同センターのホームページを
活用し、情報提供を充実する。

企画政策室
市民活動セ
ンター
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 （3）女性問題
に関する調査・
研究

①意識調査等の実施 Ａ 市民意識調査は、4年毎に実施してい
る。平成11年8月に実施した市民意識
調査においては「男女共同参画・平等
社会」の項を設けた。次回は平成15年
度実施予定。

今年度実施する市民意識調査におい
て、「男女共同参画・平等社会」につい
ての項を設ける予定。

企画政策室
市民活動セ
ンター

A ○14年8月に市内在住の満20歳以上
の男女1,500人を対象に郵送配布・回
収法により「男女共同参画に関する意
識調査」を実施。11月に報告書として
まとめた。
自己評価：前回調査の平成9年以降に
施行された法律等の認知度を調査に
加え、次期計画策定への資料とした。

○　4～5年ごとに実施のため、15年度
は事業なし。

企画政策室
市民活動セ
ンター

②女性史の編纂 　市民女性の歩みを検
証し、女性の生き方へ
の指針とするために武
蔵野市の女性史を編
纂する。

B ○武蔵野女性史編纂委員会の設置
委員：7名　　協力員：３名
会議：16回
○4月に中間報告「聞き書き集武蔵野
に生きる女性たち」発行
○15年度に｢武蔵野の女性史」(仮称）
を編纂・発行するため、通史調査・聞
き書き集執筆に入った。
自己評価：発行に向け、研究・収集し
た資料の充実と、点検確認作業に入
る。

○同左
9月までに原稿を完成し、入稿、校正
作業を目指す。16年３月完成予定。

企画政策室
市民活動セ
ンター

市民の生活実態と意
識を把握し、女性施策
を効果的に進めるため
女性問題に関する意
識調査を定期的に実
施する。また、市民意
識調査等にも女性問
題の項目を取り上げて
実施する。
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基本目標Ⅱ あらゆる分野への男女共同参画の推進
　　　課題１ 政策・方針決定過程への男女共同参画の推進
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)市政への女
性参画の拡大

①委員会・審議会への
女性の積極的登用

行政委員会、市民委
員会、審議会への女
性の積極的登用によっ
て女性委員の構成率
を高めるとともに女性
委員のいない委員会
をなくしていく。委員会
の性格･性質によって
は、公募制を実施し、
女性の参画を拡大す
る。

Ａ 平成11年度から人権擁護委員（6人）
の男女割合を４：２から３：３に改めた。
14年度も引き続き同じ割合で登用。
また、13年度まで男性2名であった行
政相談委員に14年度から女性委員を1
名増員した。

15年度も引き続き同じ割合で登用。 企画政策室
市民活動セン
ター

A ○障害者福祉センター運営協議会委
員１４名中の4名が女性委員である。ま
た、「武蔵野市障害者計画推進協議
会」では、構成委員10名中3名が女性
委員である。

○同左 福祉保健部
障害者福祉
課

Ａ 教育委員会　委員定数　５人（内女性
委員２人）

教育委員会　委員定数　５人（内女性
委員２人）

教育部
教育企画課
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Ａ （１）社会教育委員の会議（１２名）
　　　　　　　　　　　２５．０％（３名）
（２）文化財保護委員会議（１０名）
　　　　　　　　　　　1０．０％（1名）
（３）市民会館運営委員会（１0名）
　　　　　　　　　　　４0．0％（4名）
（４）学校開放運営委員会（166名）
81.3％（135名）
（５）体育指導委員（29名）
65.5％（19名）
公募制は実施していない。
自己評価：項目によっては女性の構成
率が高いが、全体を通して参画を高め
ていきたい。

同左 教育部
生涯学習ス
ポーツ課

Ａ 平成12年4月1日より、固定資産評価
審査委員会委員（委員数6名）に女性1
名を登用。平成14年度中も在職。

平成15年度も引き続き在職中。任期
は平成16年度末まで。

監査委員事
務局

②女性人材リストの作
成

各種委員会への女性
の登用を促進するため
女性人材リストを作成
する。

 Ｂ  ー  ー 企画政策室
市民活動セン
ター

③政治意識向上のた
めの啓発

女性の参画が進んで
いない議会への女性
の進出を促進するた
め、主権者意識を高め
るための講座等の啓
発活動を推進する。

 Ｂ  ー  ー 企画政策室
市民活動セン
ター
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 (2)市政への女
性職員の参画
の拡大

①市女性職員の管理
職への積極的な登用と
職域の拡大

市政を担う女性職員は
約40％であるが、政策
決定に参画する立場
の管理職はきわめて
少ないのが現状。男女
平等の市政運営を行う
ため、女性管理職の積
極的な登用を図る。

Ａ 職員数の推移（派遣、休職を除く。）
表は別紙
　女性管理職の数に変化はないが、係
長職への女性の登用が人数、割合と
もに年々増加している。
　係長職（H4～）、課長職（H11～）に昇
任試験制度を導入するなどの取り組
みを行っている。

同左

総務部人事
課

基本目標Ⅱ あらゆる分野への男女共同参画の推進
　　　課題２ 労働の場における男女共同参画の推進
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課

 ①育児休業・介護休
業制度の普及促進

 女性が仕事と家事・育
児・介護を両立させな
がら、働き続けられる
よう、育児休業制度・
介護休業制度の普及
を働きかける。

 Ａ  ―  ― 環境生活部
生活経済課

 ②女性を積極的に活
用している企業の表彰
制度の創設

 育児休業制度・介護
休業制度の導入に積
極的な事務所、実質的
平等度の高い事務所、
女性の能力活用に積
極的な事務所を表彰
する制度を創設し男女
平等の職場づくりを促
進する。

 Ｃ  ―  ― 環境生活部
生活経済課

③職場におけるセク
シュアル・ハラスメント
防止のための啓発

　セクシャル・ハラスメ
ントを「働きやすい職場
環境の権利の侵害」と
とらえ、防止のための
啓発を働きかける。

Ａ

　都労政事務所と市の共催で開催した
「労働セミナー」のテーマの一つとして､
「セクハラ防止」をとりあげた（Ｈ１４．１
２．３）

都労政事務所との共催事業を計画し
ている。

環境生活部
生活経済課

 (1)男女平等推
進のための企
業への働きか
け
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 ④男女雇用機会均等
法の周知と男女平等
に向けた積極的な働き
かけ

 職場における男女平
等を進めるため、男女
雇用機会均等法の改
正内容の周知を企業
に積極的に働きかけ
る。

 Ａ  ―  ― 環境生活部
生活経済課

①職業能力開発講座
の開催

　資格・技能・技術を得
るための講座を開催
し、女性の就労機会や
職域の拡大を図る。

B ○ライター入門講座などの開催。 ○同左 企画政策室
市民活動セン
ター

 Ｂ  ―  ― 環境生活部
生活経済課

 ②就職講座の実施  職業選択、求職ノウハ
ウ等の就職、再就職ガ
イド講座を実施する。

Ｂ

 ―  ― 企画政策室
市民活動セン
ター

Ｂ
 ―  ― 環境生活部

生活経済課

③女子学生のための
就職講座

女子学生の就労機会
の拡大のため、就職ガ
イド講座、就職情報提
供などを行なう。

Ｂ

 東京都中央労政事務所の就職活動
援助セミナーに共催する。⑤労働に関
する情報収集と提供　参照

 ○同左。 企画政策室
市民活動セン
ター

④労働相談の充実 労政事務所､ハロー
ワーク等の情報を市民
に提供する。

 Ａ 　都労政事務所、ハローワークの事業
や制度についてのパンフレット・冊子を
掲架、配布した｡

　都労政事務所、ハローワークの事業
や制度についてのパンフレット・冊子を
掲架、配布し、市報による広報を行な
う。

環境生活部
生活経済課

 (2)女性の職業
能力の開発と
就労機会の拡
大
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⑤労働に関する情報
収集と提供

　国・都等から情報を
収集し、市報、「まな
こ」等で取り上げる。
　

 東京都中央労政事務
所の就職活動援助セミ
ナーに共催する。

A ○むさしのヒューマン・ネットワークセン
ターに厚生労働省、東京都労働経済
局などの刊行物を整備。
自己評価：ITを活用し、情報提供を充
実するべき。
○以前は「女子大生のための」と銘
打っていたが、男女共同参画の立場
から平成13年度より男女を制限しない
で、「大学生のための就職＆進路ガイ
ドセミナー」として開催。東京都と市の
共催事業として行う。　　開催日：平成
14年11月26日、27日。会場：武蔵野公
会堂。参加者総数：339名。

○同左。 企画政策室
市民活動セン
ター

 市内・都・国などから
の情報を市報で取り上
げる。

 Ａ 庁内所管課や関係行政機関より記事
の掲載依頼があった場合は、市報に
掲載するように努めた。

前年度同様に実施していく。 企画政策室
広報課

①創業、起業のための
講座の開催

　起業は、女性の新た
な就労形態として、地
域に根ざし生きがいに
つながる働き方として
期待される。創業、起
業を目指す女性のた
めの経営ノウハウや、
人材ネットワーク、資
金調達等の講座を開
催する。

A ○ライター入門講座などの開催。 ○ライター入門講座、男女共同参画セ
ミナーなどの実施。

企画政策室
市民活動セン
ター

 Ａ  ―  ― 環境生活部
生活経済課

 ②創業、起業のため
の低金利融資制度の
創設

 女性の創業,起業の金
融面での支援策として
創設する。

 Ｂ  ―  ― 環境生活部
生活経済課

 (3)女性の創業
と起業への支
援
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 (4)地域を拠点
とする新しい仕
事作りの推進

①コミュニティ・ワー
カー制度づくりの検討

　生活の中で、企業
ベースには乗り難い
が、必要とされる仕事
の訓練を受けた市民
がワーカーとして仕事
を受けたり、相談にの
るなどアイディアを提
供するシステムづくり
を検討する。

Ｃ ― ― 企画政策室
市民活動セン
ター

公益活動起業支援事
業

・新しい発想や地域の
力で公益活動を始めよ
うとしている団体や個
人の起業を資金面で
支援する事業。
・公募により、希望者を
募り助成事業の決定
は、事業採択審査委
員会の選考による。

Ｂ ・応募件数９
・助成金交付件数４
①高齢者・障害者レクリエーション型
環境保全事業
　　（武蔵野エコクラブ）
②障害のある子もない子もみんなであ
そびじゅつ
　　「Ｋｉｄｓ陶芸講座」
　　（陶芸サークル「陶もろこし」）
③ちょっこと隊
　　（ＮＰＯ法人　地域生活を創る　こげ
ら会議）
④分散型生ごみ炭化事業
　　（生ごみ研究サークル）

14年度限りで終了予定 武蔵野市民
社会福祉協
議会

 ②コミュニティ・ソー
シャルワーカー制度づ
くりの検討

 生活者としての女性
の経験や看護婦、保
母、教職などの資格を
活用しながら、指導、
教育、訓練などによっ
て専門的ワーカーとし
て地域福祉の担い手
を育成する制度を検討
する。

 Ｃ  ―  ― 武蔵野市民
社会福祉協
議会
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 ①パートタイム関連
法・制度の啓発・普及
の促進

 パートタイムで働く人
の雇用条件と雇用管
理の改善のため「パー
トタイム労働法」等の
法律・制度を市民、事
業主に周知する。

 Ａ ― ― 環境生活部
生活経済課

 ②情報の収集と提供  労政事務所､ハロー
ワーク等の情報を市民
に提供する。ハロー
ワーク等の情報を市民
に提供する。

Ａ

　都労政事務所、ハローワークの事業
や制度についてのパンフレット・冊子を
掲架、配布した｡

　都労政事務所、ハローワークの事業
や制度についてのパンフレット・冊子を
掲架、配布し、市報による広報を行な
う。

環境生活部
生活経済課

基本目標Ⅱ あらゆる分野への男女共同参画の推進
　　　課題３ 家庭・地域社会への男女共同参加・参画の推進
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)家庭生活へ
の男女共同参
加・参画の推進

 ①ノー残業デーの導
入など,労働時間の短
縮を企業に働きかけ
る。

 労働時間を短縮し、男
性が家庭で過ごす時
間を確保し、男性の家
事・育児等への公平な
分担を促す。

Ｃ ― ― 環境生活部
生活経済課

②生活の自立を目指し
た講座の開催

　家事、育児、介護等
を男女がともに分担す
るために、男女を対象
とした講座を開催す
る。

B ○むさしのヒューマン･ネットワークセン
ターで男性を対象にした講座などの情
報を収集し、提供する。
自己評価：同センターのホームページ
を活用し、情報提供の充実を図った。

○同左。 企画政策室
市民活動セン
ター

Ｂ ○母と子の教室（第1期～3期）
「家族みんなでふれあいタイム！」
父親参加の公開保育の実施（土曜日
開催）
父親参加者
　第1期13名　第2期７名　第3期６名
自己評価：

○市民会館
母と子の教室（第1～3期）
父親参加の公開保育の実施（土曜日
開催）
「家族みんなでふれあいタイム！」

教育部
生涯学習ス
ポーツ課

 (5)パートタイ
ム等における
労働条件の整
備
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 (2)地域活動へ
の男女共同参
加・参画の推進

 ①男女共同参画講座
の開催

　男女の地域への参
加・参画を促進するた
めに「ボランティア講
座」などを開設する。

Ａ 〇ボランティアお仕事サロン
　　（４～3月）全１２回参加者延４１１名
〇夏体験ボランティア
　　（７～９月）　参加者延２１１名

１４年度に引き続き事業を実施 武蔵野市民
社会福祉協
議会

 Ａ  ―  ― 教育部
生涯学習ス
ポーツ課

②地域活動への男女
共同参加・参画の推進

男性や働く女性の参
加・参画を促進し、男
女平等観のもとで地域
活動が行われるよう働
きかける。

Ａ コミュニティ協議会の運営委員の男女
割合
女性７１６人（６６％）
男性３６９人（３４％）
合計１，０８６人

企画政策室
市民活動セン
ター

③地域活動に関する
広報の充実

地域活動の実態につ
いて、活動のプロセス
にも分かるように情報
公開のあり方を工夫
し、情報の収集と提供
を行う。

Ａ ・コミュニティセンターにおける「広報担
当者交流会」の実施。
・情報公開コーナーにおける「各コミュ
ニティ協議会の広報誌」の公開。
・図書館におけるコミュニティ関連情報
の公開。

・コミュニティセンターにおける「広報担
当者交流会」の実施。
・情報公開コーナーにおける「各コミュ
ニティ協議会の広報誌」の公開。
・図書館におけるコミュニティ関連情報
の公開。

企画政策室
市民活動セン
ター

 市報・ＣＡＴＶ・ＦＭ・
ホームページなどをと
おして男女共同参画を
推進する。

 Ａ 所管課から提出された情報を市報や
ホームページに掲載したが、その中で
も重要なものはFM・CATVでも取り上
げた。

前年度同様に実施していく 企画政策室
広報課

④地域ネットワークの
推進

地域活動やボランティ
ア活動を行っている団
体間の交流機会を提
供し、地域ネットワーク
化と地域の連携を図
る。

Ａ コミュニティセンターにおける「ホーム
ページ」開設に向けた「ホームページ
部会」の実施。
自己評価：着実に進展している。

コミュニティセンターにおける「ホーム
ページ」開設に向けた「ホームページ
部会」の充実。

企画政策室
市民活動セン
ター
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　ボランティア国際年
の４つの目標を達成す
るための活動をする。
　地域活動やボラン
ティア活動を行ってい
る団体・グループ間の
交流機会を提供し、
ネットワーク化と連携
を図る。

Ａ 〇ボランティア活動会員及び団体の情
報交換
・会員懇談会（5～3月）10回　参加者
140名
・団体交流会（２月）参加 44団体・７６
名

１４年度に引き続き事業を実施 武蔵野市民
社会福祉協
議会

 (3)女性グルー
プへの支援の
ための行政メ
ニュー開発

①むさしのヒューマン・
ネットワークセンターの
設置・運営

　女性問題を学習する
市民に、活動･交流の
場を提供し、ネットワー
ク化を図り、活動を支
援する。また、女性問
題に関する情報資料を
公開する。

A 　・会員懇談会（5～3月）10回　参加者
140名

○同左。利用促進のために講座、会
議などに利用し知名度を高める。

企画政策室
市民活動セン
ター

②女性団体名簿の作
成と活用

　市民活動への参加を
促進するため女性団
体名簿を作成する。

A 　・団体交流会（２月）参加 44団体・７６
名

○15年4月発行
　34団体

企画政策室
市民活動セン
ター

③女性団体交流会の
実施

　団体間の情報交換を
行うなど、団体のネット
ワーク化を図る。

A ○12月3日バス研修　　研修先：つくば
情報通信研究開発支援センター　参
加者：会員30名　事務局2名
自己評価：各団体が参加しやすいよう
な魅力的な企画で継続が必要。

○むさしのヒューマン・ネットワークセン
ター運営協議会と連携し、研修・交流
会を実施。企画は未定。

企画政策室
市民活動セン
ター
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④女性団体活動補助
金の交付

　女性団体登録要綱に
基づき登録された女性
団体の、研究・学習会
など、男女共同参画社
会づくりを目指す諸活
動を支援するため、補
助金を交付する。

A ○女性団体の自主的な活動に対して
交付
対象：武蔵野市女性団体登録の認定
団体
内容：女性をとりまく問題をテーマにし
た講演会、学習会の開催。研究、調
査。研修会、研究会への参加。
補助金額：1団体各年度1回上限5万円
交付状況：9団体から申請・交付
　講演会、研修会の開催　　９団体
　自己評価：積極的に申請があり、事
業として定着した。今後も充実させて
いきたい。

○要綱改正により、女性団体から男女
共同参画推進団体に名称変更し、団
体の趣旨を明確にし、男性参加の抵
抗感を無くすよう図った。補助金交付
活動の内容については同左。

補助金額：1団体各年度1回上限5万円

企画政策室
市民活動セン
ター
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基本目標Ⅱ あらゆる分野への男女共同参画の推進
　　　課題４ 国際社会への男女共同参画と国際協力の推進
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)国際交流の
促進と学習機
会拡充

①学習講座の開催と
交流の場の確保

国際感覚の向上や相
互理解の推進のため、
各国の文化、伝統､諸
問題についての講座･
交流会を開催し、学習
機会の拡大と交流の
促進を図る。

Ａ ○主催事業
国際協力市民講座
シリーズ「世界を知ろう」
外国語会話交流教室
○外国人企画事業
○ボランティア自主企画事業
○こどもたちへの国際理解推進事業
○「留学生」むさしのファミリープログラ
ム

○主催事業
国際協力市民講座
シリーズ「世界を知ろう」
外国語会話交流教室
○外国人企画事業
○ボランティア自主企画事業
○こどもたちへの国際理解推進事業
こども国際交流クラブ
○「留学生」むさしのファミリープログラ
ム

武蔵野市国
際交流協会

②情報の収集と提供 　諸外国の女性問題あ
るいは社会的、文化的
活動についての情報を
収集し提供する。
　
　成蹊大学アジア太平
洋研究センター｢21世
紀のアジアと女性」国
際フォーラムに協力
し、情報を収集提供す
る。

A ○むさしのヒューマン･ネットワークセン
ターで情報を収集し、提供する。現在
データベースを整備・更新している。
自己評価：ITを活用し、情報提供を充
実するべき。
　
○　－

○同左。同センターのホームページを
活用し、情報提供を充実する。データ
ベースにより身近な情報を発信してい
けるようにする。

○　－

企画政策室
市民活動セン
ター

③市民女性の諸外国
への派遣

　女性問題を国際的視
野でとらえ、諸外国女
性との交流と友好を図
るため、市民女性を世
界会議やNGOフォーラ
ムに派遣する。

B ― ― 企画政策室
市民活動セン
ター
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④市民、NGO(非政府
組織)との連携

　女性問題を国際的視
野でとらえ活動してい
る市民、団体に対して
支援を行う。

A ○女性団体活動補助金及びむさしの
ヒューマン・ネットワークセンターにより
支援。
自己評価：活動している市民、団体を
リサーチし、支援を充実させたい。

○女性団体活動補助金については、
要綱改正により男女共同参画推進団
体活動補助金に名称変更。活動内容
については同左。

企画政策室
市民活動セン
ター

 (2)市内在住外
国人への支援

①情報の提供 日常生活を円滑に行う
ため外国語の生活便
利帳、広報紙などを発
行、配布する。　また、
市内公共施設の外国
語表示をするなど利便
を図る。

A ○英語版広報紙（隔月発行）
「Ｍｕｓａｓｈｉｎｏ　Ｄｉｇｅｓｔ」の発行
○新入外国人市民に対して英語版生
活便利帳「ＬＩＶＩＮＧ　ＩＮ　ＭＵＳＡＳＨＩＮ
Ｏ］を配布

○英語版広報紙（隔月発行）
「Ｍｕｓａｓｈｉｎｏ　Ｄｉｇｅｓｔ」の発行
○新入外国人市民に対して英語版生
活便利帳「ＬＩＶＩＮＧ　ＩＮ　ＭＵＳＡＳＨＩＮ
Ｏ］を配布
○外国語版市勢概要の発行

環境生活部
交流事業課

A 情報コーナー
インターネットカフェ
日本語教室
日本語スピーチ大会

　同　左 武蔵野市国
際交流協会

②相談窓口の充実  気軽に相談できる窓
口対応と相談機能を充
実する。

A 外国人相談事業
外国語による情報提供（英語、中国
語、スペイン語）

　同　左 武蔵野市国
際交流協会

 ③外国人市民会議の
支援

 市内在住外国人の住
みやすいまちづくりの
ため、意見,要望、提案
を市政に反映させる場
として設置し,委員に外
国人女性を登用する。

 B  ―  ― 環境政策部
交流事業課
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基本目標Ⅲ 男女共同参画を支援する社会的環境整備
　　　課題１ 多様な生き方・家庭形態に対応した育児・保育環境の整備
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)保育施設の
充実

①保育内容の充実 　多様化する保育ニー
ズに対応するため、保
育時間の延長、低年
齢児保育の定員拡
大、緊急時保育、定曜
日保育、一次保育など
を行う。

Ａ 〇延長保育
　　午後７時１５分まで（市立９園、民間
２園）
　　午後７時３０分まで（民間２園）

〇乳児定員の拡大
　　定員の弾力化による増　３歳３人
　　運用による増　　　　　　　４歳３人
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５歳３人

〇緊急一時保育
　　市民社会福祉協議会に委託
　
〇病後児保育事業
　　病児保育室ポポに委託

〇認可外保育施設運営事業
　　都認証保育所「武蔵野わんぱく園」
　　　午前７時～午後９時まで１３時間
保育を実施

〇こどもテンミリオンハウス事業　「あ
おば」
　　　一時保育を中心に子育て支援事
業を実施

〇延長保育
　　午後７時１５分まで（市立９園、民間
２園）
　　午後７時３０分まで（民間２園）

〇乳児定員の拡大
　　定員の弾力化による増　３歳７人
　　運用による増　　　　　　　４歳１人
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５歳１人

〇緊急一時保育
　　ありんこ保育会、すみれ保育室、風
の子保育室、のぞみの家の４ヶ所に委
託
　
〇病後児保育事業
　　病児保育室ポポに委託

〇認可外保育施設運営事業
　　都認証保育所「武蔵野わんぱく
園」・「風の子保育室」に委託
　　　午前７時～午後９時まで１３時間
保育を実施

〇こどもテンミリオンハウス事業　「あ
おば」
　　　一時保育を中心に子育て支援事
業を実施

子ども家庭部
保育課
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②保育・児童施設と機
能の充実

　保育園、児童館、学
童保育などで子どもが
のびのびと安全にすご
せる環境、施設づくり
を行うとともに、地域で
の子育て支援の機能
を果たすため、地域交
流、子育て相談を実施
する。

○学童クラブ(14年4月1日現在)
クラブ定数：600人
在籍児童数：600人
クラブ数：12クラブ
指導員数：31人

○学童クラブ(15年4月1日現在)
クラブ定数：610人
在籍児童数：611
クラブ数：12クラブ
指導員数：31人
・三小こどもクラブ
・定員増（40から50人、総定員600から
610人）（4月1日から）

子ども家庭部
児童青少年課

○桜堤児童館
(1)乳児親子対象事業
　ちびっこランドオー(8回、148人）
　ちびっこランドワン(8回、245人)
　ちびっこランドニャン(8回、192人)
　ピッコロひろば(53回、2,082人)
　ゆう遊グーの日(6回、315人)
　いたずラッコ(3回、362人)

○桜堤児童館
(1)乳児親子対象事業
　同左

(2)児童対象事業
　手工芸広場(16回、220人)
　クッキング広場(12回、234人)
　レクスポ広場(29回、384人)
　卓球教室(14回、220回)
　その他(11回、159人)
　

(2)児童対象事業
　手工芸広場
　クッキング広場
　レクスポ広場
　卓球教室
　オセロ
　

(3)大人対象事業
　子育て講座(2回、87人)
　リフレッシュタイム(1回、20人)

(3)大人対象事業
　子育て講座
　リフレッシュタイム
　育児相談

Ａ
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(4)季節行事
　入学・進級おめでとう(3回、174人)
　ワーイ！子供の日(1回、255人）
　おばけ大会(2回、329人)
　おばけ準備委員会(20回、304人)
　夏休み行事(18回、357人)
　じどうかんまつり（1回、347人）
　じどうかんまつり準備委員会(11回、
90人)
　収穫祭(2回、122人)
　スポーツ大会(1回、26人)
　年忘れ会(1回、43人)
　新春演芸会（1回、145人)
  春休みわいわいランド(2回、330人)

(4)季節行事
　入学・進級おめでとう
　ワーイ！子どもの日
　おばけ大会
　おばけ準備委員会
　夏休み各種行事
　じどうかんまつり
　じどうかんまつり準備委員会
　収穫祭
　スポーツ大会
　年忘れ会
　新春カルタ大会
　春夏休みわいわいランド　ほか

(5)鑑賞行事
　わらべうたであそぼう(7回、85人)
　おはなし玉手箱(22回、286人)
　小さなおはなし会(7回、126人）
　映画会(2回、31人)
　その他(1回、158人)

(5)鑑賞行事
　わらべうたで遊ぼう
　おはなし玉手箱
　小さなおはなし会

(6)その他
  児童館事業推進会議(1回、9人）
　地域クラブ（母親の自主活動 44回、
542人）
　実習生・体験学習生受入れ(35回、
94人）
　その他(3回、37人）

(6)その他
　同左

(7)館外事業
  コミュニティわいわい広場(10回、
1,194人）
　じどうかん演劇フェスティバル(2回、
　2,415人）
　（上記行事参加者のほか、一般来館
者
　21,617人）

(7)館外事業
　同左
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Ａ 〇 境南保育園トイレ内装改修
　　東保育園外壁等改修　など
　
〇子育て支援事業
　　市立全園で実施（継続）

〇 南保育園涼環境創出工事
　　境南保育園０・１歳児室床改修　な
ど
　
〇子育て支援事業
　　市立全園で実施（継続）

子ども家庭部
保育課

 (2)子育て支援
の充実

①子育て支援施設の充
実

　地域で子育てを支援す
る「０１２３吉祥寺」の充実
と増設を行うとともに、子
ども関連施設のネット
ワーク化を図り、子育て
中の親の情報交換や活
動の場を提供する。

Ａ ○ひろば事業
　わいわいタイム(子ども　 16,540人)
　プール遊び(子ども　619人)
　0123リサイクル( 大人　150人)
　プレママン見学会（大人　12人）
○つどい事業
　０１２３つどい(親子　104組)
　０１２３地域のつどい(208人)
　おはなしの会(子ども　287人)
　手作りおもちゃの会(子ども　300人)
　誕生日のつどい(子ども　206人)
　０１２３講演会(大人　133人)
　乳幼児救急法講習会(大人　36人)
　乳幼児安全法短期講習会(大人　37
人)
○地域交流事業
　０１２３こどもの日(親子　360人)
　０１２３まつり(親子　358人)
○相談事業
　０１２３子育て談話室(大人　82人)
　すくすく子育てなんでも相談(大人
20人)
○情報提供事業
　「０１２３吉祥寺だより」発行(2,100部)
　｢0123｣(通信)発送(3,269部)(吉祥寺・
はらっぱ共通）
　リーフレット発送(1,375部)(吉祥寺・は
らっぱ共通）
　ホームページによる情報提供

自己評価：

○ひろば事業　同左

お手玉の会
○つどい事業　同左

○地域交流事業　同左

ミニ動物園
○相談事業　同左

○情報提供事業　同左

武蔵野市こど
も協会
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　地域で子育てを支援す
る「０１２３はらっぱ」の充
実と増設を行うとともに、
子ども関連施設のネット
ワーク化を図り、子育て
中の親の情報交換や活
動の場を提供する。

B ○０１２３はらっぱの開設
○ひろば事業
　わいわいタイム(子ども　 27,179人)
　プール遊び(子ども　1,080人)
　0123リサイクル（大人　321人）
　プレママン見学会（女性　41人）
○つどい事業
　０１２３つどい(親子　156組)
　0123地域別つどい(274人)
　おはなしの会(子ども　290人)
　手作りおもちゃの会(子ども　385人)
　誕生日のつどい(子ども　217人)
　０１２３講演会(150人）
 　乳幼児救急法講習会(大人　35人)
　乳幼児安全法短期講習会(大人　38
人)
　はらっぱでリフレッシュ（62人）
○地域交流事業
　０１２３はらっぱまつり（親子483人）
○相談事業
　０１２３子育て談話室(大人　104人)
　すくすく子育てなんでも相談(大人
41人)
○情報提供事業
　「０１２３はらっぱだより」発行(2,700
部)
　｢0123｣(通信)発送(3,269部)(吉祥寺・
はらっぱ共通）
　リーフレット発送(1,375部)(吉祥寺・は
らっぱ共通）
　ホームページによる情報提供

自己評価：

○ひろば事業　同左
　

○つどい事業　同左

○まつり事業
０１２３はらっぱまつり

○地域交流事業　同左

○相談事業　同左

○情報提供事業　同左
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②ファミリー・サポート
センター事業への支援

　既存の保育施設では
対処困難な保育ニー
ズに対応するため、地
域における子育て支援
の育成を図る。

Ａ 〇保育サービス講習会の開催
　　ＮＰＯひまわりママに委託
　　　６月実施、６日間

〇ＮＰＯひまわりママに対して、事務所
を無償提供

〇保育サービス講習会の開催
　　（財）女性労働者協会と市の共催
　　　６月実施、６日間、市立総合体育
館

〇ＮＰＯひまわりママに対して、事務所
を無償提供

子ども家庭部
保育課

 ③乳幼児医療費制度
の充実

 子育て支援の一環と
して充実を図る。

Ａ ○乳幼児が保健医療を受けたときの
自己負担分を助成
児童数　3,467人（平成15年3月現在、
平成13年10月より受給対象を５歳未
満から義務教育就学前に拡大）

子ども家庭部
こども家庭課

 ④子育て相談事業の
充実

 　各種相談機関と連
携し、多様で専門的な
相談体制づくりを進め
る。

Ａ  ―  ― 関係各課

基本目標Ⅲ 男女共同参画を支援する社会的環境整備
　　　課題２ 高齢社会に対応した介護・看護施策の充実
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)在宅介護の
充実

①在宅介護支援セン
ターの充実

職員が24時間体制で
対応するセンターを設
置し、地域で保健、医
療、福祉の連携のとれ
たサービスを提供す
る。

Ａ 市内5か所設置
老人福祉法による在宅介護支援セン
ター業務のほか、介護保険法による認
定調査委託業務及び居宅介護支援事
業者としてケアプラン作成。

同左の事業の他に安心助け合いネット
ワークの構築、痴呆相談事業を実施

福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

②ホームヘルプサービ
スの充実

 日常生活に支障があ
る高齢者や障害者等
をかかえる家庭にホー
ムヘルパーを派遣し、
自立した生活を援助す
る。

 Ａ  ○利用者人数　　　５，１５４名  ○必要とする高齢者、障害者にホー
ムヘルパーの派遣を実施する。

(財)武蔵野市
福祉公社
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Ｂ 1)生活支援ヘルパーの派遣
　シルバー人材センター、福祉公社へ
委託
　　派遣世帯数　2,118世帯
　　派遣時間数　25,665時間

シルバー人材センター、福祉公社に委
託して実施

福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

③デイサービスの充実 Ｂ 2)生活支援デイサービス
　10ヶ所の施設で実施
　　延べ利用者数　1,426人

10ヶ所の施設で実施 福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

④ショートステイの充
実

Ｂ 3)生活支援ショートステイ
　8ヶ所の特養で実施
　　利用実人数　7人
　　延べ利用日数　38日

9ヶ所の特養で実施 福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

⑤食事サービスなどの
在宅サービスの充実

Ｂ 4)食事サービス
　利用登録者数　5,441人
　年間配食数　　61,657食

特養、デイ施設にて引続き実施する 福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

 (2)ホームヘル
パー等の人材
の要請・確保

①ホームヘルパーの
養成･確保

多様化し増大する介護
ニーズに対応するため
に、ホームヘルパーを
養成し、人材を確保す
る。

Ａ ホームヘルプセンター武蔵野（福祉公
社）へ委託
・ヘルパー2級養成講習実施
　　年2回実施

「ホームヘルプセンター武蔵野」へ委
託
・ヘルパー２級養成講習実施
年２回実施予定

福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

 Ａ  ○ホームヘルパー２級養成講習会
・第１回　修了者４０名（女性３５名）
・第２回　修了者３３名（女性２９名）
○ホームヘルパー研修
・介護実技講習会
・全体研修　「ホームヘルパーの質の
向上に向けて」　参加者１２５名（女性
１２５名）
・施設実習研修

○ホームヘルパー２級養成講習会を
年２回実施
○市民のホームヘルパー派遣需要に
応えるため、人材を確保する。
○ホームヘルパーの資質の向上を図
るため、研修等を実施する。

(財)武蔵野市
福祉公社

事業②～⑤について
は、12年4月より市単
独事業として「高齢者
日常生活支援事業」を
実施。日常生活を営む
のに支障がある高齢
者に対して要介護状態
となることの予防及び
住み慣れた地域での
自立した日常生活の
支援を総合的に行うた
め、次の事業を実施す
る。
･生活支援ヘルパーの
派遣
･生活支援デイサービ
ス
･生活支援ショートステ
イ
･食事サービス
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②地域福祉ボランティ
アの養成

福祉を地域で支える重
要な役割を果たすボラ
ンティアを養成するた
め、要請講を実施し、
人材を確保する。

Ａ 〇ボランティア講座「子どもをめぐる講
座」
　（不登校の子どもを支えるボランティ
ア養成）    参加者延９５名
〇朗読基礎講座（5～３月）10回×3期
　　全30回参加者延４１０名
○要約筆記講座（要約筆記とノートテ
イク）
　　全10回　参加者延１７５名
自己評価：ボランティアへの導入講座
として位置付け、成果をあげている。

１４年度に引き続きニーズに合った講
座を企画している。
　（要約筆記講座、朗読講座他）

武蔵野市民社
会福祉協議会

Ａ ボランティアセンター武蔵野で実施 福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

③ケアマネジャー研修
センターの運営

平成14年11月にケア
マネジャー研修セン
ターを設置し、介護保
険制度の要であるケア
マネジャーの質の向上
を図るため研修会等を
実施する。

Ｂ 福祉公社へ委託
・現任研修　2回
・指導研修モデル事業の実施

・新任、現任、専門研修の実施
・指導研修事業の本格実施
・相談事業の実施

福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

 (3)介護者への
支援の充実

①介護技術の習得講
座の実施

在宅介護を支援するた
め、介護の知識や技
術の習得のための講
座を実施する。

Ａ 福祉公社で実施 福祉公社で実施 福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

 Ａ  ○介護者講習会　　年１回実施 (財)武蔵野市
福祉公社

②相談体制の充実 介護に対する適切な
指導、助言が受けられ
るよう相談体制を充実
する。

Ａ 在宅介護支援センターを中心に実施 同左 福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課
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 ③地域コーディネー
ターの育成

 　地域に密着したカウ
ンセリング能力と福祉
知識を持ったコーディ
ネーターを育成し、高
齢者、介護者に相談、
情報提供等を行い、地
域福祉の活性化を図
る。

 Ｃ 11ケ所の施設　３７０床
（親の家　平成13年3月竣工　４０床含
む）

同左 福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

 (4)施設の整
備・充実

①特別養護老人ホー
ムの整備

高齢者の増加による、
入所希望の増加に対
応するため、施設の整
備、充実を図る。

Ａ １施設２ユニット（１８名分）を整備 福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課
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基本目標Ⅲ 男女共同参画を支援する社会的環境整備
　　　課題３ 高齢者の自立と生活安定のための条件整備
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課

①高齢者住宅の整備
への支援

日常生活に支障があ
る高齢者に対し住宅改
造費用等を助成する。

Ｂ 住宅改善事業（市単独）
　基本工事　　　0件
　浴槽取替　　　5件
　玄関等改造　 27件
　流し洗面取替  0件
　便器洋式化　 24件
　居室改造　　　2件

13年度に引続き事業を実施 福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

②福祉型民間アパート
借上げ

民間アパートを借上
げ､住宅に困窮する高
齢者に提供し、地域の
中で安心して住みつづ
けられるよう援助す
る。

Ａ ○平成14年度入居実績
入居数　15世帯　(　8世帯）
○あき家入居者募集
応募者数　61　世帯　（44 世帯）
※（　）高齢女性のみ世帯

○新規借上げ予定はないため、現在
166戸ある借上げ住宅（福祉型住宅）
に対し、あき家入居の募集を行い、あ
き家が生じた際に､住宅に困窮する高
齢者に提供を行う。

都市整備部
住宅対策課

 (1)生活安定の
支援
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 ③就労機会の拡大 高齢者の就労機会の
拡大を図るため、関係
機関との連携協力のも
と、就労相談を行うとと
もに、シルバー人材セ
ンターの充実を図る。

Ａ シルバー人材センターの活動
・会員数　男686人、女532人（構成比
44%）
・就業延人員　男51,247人/日、女
27,018人/日（構成比35%）
・女性部会活動の充実に努めた。
・女性会員による小物（手芸）班の製
品の販売を始めた。
・女性会員による子育て支援事業を開
始した。
・女性会員による高齢者家庭の家事
援助事業の拡充に努めた。
・屋内清掃業務に女性会員の就業の
場を広げた。
・女性の就業機会を拡げるため、各種
実務講習会を会員・市民を対象に実
施した。
　　・家事援助実務講習会　2回、32名
受講
　　・子育て支援講習会　1回、40名受
講
　　・小物製作講習会　1回、10名受講
・女性会員を中心としたサークル活動
（コーラス）を実施した。

シルバー人材センターの活動
・会員数　1,250人
　　・女 550人（構成比 44％）
・就業延人員　90,000人/日
　　・女 31,500人/日（構成比 35％）
・女性部会の充実に努め、女性会員の
センター運営への参画を進める。
・女性の就業機会を拡げるため、家事
援助、子育て支援、小物（手芸）製作
等の事業拡大に努める。
・女性の就業機会を拡げるため、家事
援助等実務講習会を会員･市民を対
象に実施する。
・女性会員を中心としたサークル活動
を拡充する。

福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

④年金制度の充実 　安定して老後が送れ
るよう年金制度の充実
を関係機関に要請す
る。

 Ｄ 全国市長会を通じ関係機関に要望書
を提出した。

　安定して老後が送れるよう、年金制
度の充実を１４年度に引き続き関係機
関に要請する。

環境生活部
保険年金課

 ①老壮大学などの充
実

 　高齢者の学習意欲
の高まりに応ずるた
め、老壮大学などを充
実するとともに、市内
大学と連携し聴講生制
度を継続する。

Ａ （１）前期（１７回）　４５名（女２９名）
（２）後期（１８回）　４５名（女２９名）
＊修了生は「老壮大学連合会」を組織
し、市教育委員会と共催で講座『老壮
大学院』を開催（年９回）
自己評価：女性の参加率が高く、いっ
そうの社会参加・参画の推進と老壮大
学の充実が期待される。

（１）前期（１８回）　定員４５名（女３０
名）
（２）後期（１８回）　定員４５名

教育部
生涯学習ス
ポーツ課

 (2)社会参加・
参画の推進
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②地域ボランティア活
動への参加・参画

　高齢者の豊かな経験
を地域に生かすため、
ボランティア活動への
参加・参画を推進す
る。

　
　

Ａ 〇ケアグループ
　地域における無償の家事援助（買い
物、話　し相手、病院の薬取り等）サー
ビス
　市内13グループ会員数451名（約8割
が60歳以上の女性）
　年間活動回数795回

自己評価：地域密着型活動支援を促
進。

１４年度に引き続き実施 武蔵野市民社
会福祉協議会

会社退職後の「お父さ
ん」たちを地域に繋ぐ
ため、地域でのボラン
ティア活動団体と「お
父さん」たちとのお見
合いの場を設定

Ｂ 〇お父さんお帰りなさいパーティ
　　（５月１１日）
　・フォローアップ事業２回
　　参加者延１４５名
自己評価：ユニークな企画との評価あ
り。さらに推進していく予定。

1５年５月２４日実施 武蔵野市民社
会福祉協議会
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③老人クラブ等の高齢
者ネットワークへの支
援

　高齢者の生きがいづ
くりの場への支援を充
実する。

Ａ 〇在宅福祉を支える友愛活動
　　友愛活動対象者　２９２名
　・１人暮らし会員の研修昼食会
　　　　　　　　　　　　　参加者５２６名
〇指導者研修会
　・講演会　参加者８９名
　・宿泊研修　参加者８９名
〇趣味教室（パソコン、音楽、水墨画、
　　囲碁、フラワーアレンジメント）
　　　　　　　　参加者１，２０４名
〇スカットボール大会　参加者２０４名
〇輪投げ大会　参加者１６５名
〇グラウンドゴルフ大会　参加者２１０
名
〇芸能文化祭　参加者１,２８４名
〇講演会
　・「２１世紀の高齢者の健康管理」
　　　　　　　　　　　　　　　参加者１５９名
　・「クモ～この不思議な生き物」
　　　　　　　　　　　　　　　参加者１１７名
〇奉仕活動
　・清掃、ゴミ減量・資源回収・
　　リサイクル活動
　・高齢者福祉施設等への物品寄贈
〇Ｍ　Ｉ　Ｈ学園（全４回） 参加者５３７
名
〇Ｍ　Ｉ　Ｈ学園宿泊研修 参加者１４５
名

１４年度に引き続き事業を実施 武蔵野市民社
会福祉協議会

①福祉施策のしおりの
発行

福祉施策を市民が十
分理解できるよう情報
提供を行う。

Ａ 「武蔵野の福祉」
「高齢者福祉のしおり」

同左 福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

②高齢者相談の充実 高齢者の悩みに気軽
に適切な相談が行わ
れるよう各種相談との
連携を密にし相談機能
の充実を図る。

Ａ　Ｂ 市役所高齢者福祉課
在宅介護支援センター（市内5ヶ所）
高齢者総合相談（福祉公社）

同左 福祉保健部
高齢者福祉課
介護保険課

 (3)福祉情報と
相談の充実
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基本目標Ⅲ 男女共同参画を支援する社会的環境整備
　　　課題４ 社会的困難にある女性の生活安定と自立への支援
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)ひとり親家
庭の生活の安
定と自立への
支援

①生活資金貸付け  ひとり親家庭の経済
的自立のため、母子福
祉資金等の貸し付け
事業を行う。

Ａ （１）母子福祉資金貸付
　　 　81件　　貸付金額 26,844,600円
（２）女性福祉資金貸付
　　　 10件　　貸付件数  3,545,000円
自己評価：

○引き続き積極的に実施する。
（東京都の制度）

子ども家庭部
こども家庭課

 ②児童育成手当ての
充実

 ひとり親家庭の児童
の福祉手当てを充実
する。

Ａ ○対象受給者数(15年3月末現在）
　育成：654人(児童数954人)
　障害：83人(児童数84人)
　育成・障害併給：13人(児童数13人)
○手当額
　育成：月額13,500円
　障害：月額15,500円

○同左 子ども家庭部
こども家庭課

 ③住環境整備への支
援

 民間住宅に居住する
ひとり親家庭に家賃の
一部助成を行い住環
境の整備を図る。

Ａ ○実世帯数　１７0世帯
助成月数　１，769月
（月額　１０，０００円）
自己評価：

○１5年度予定　　１５０世帯
　　　　　　　　　１，８００月

子ども家庭部
こども家庭課

 民間アパートを借上
げ、住宅に困窮する母
子に提供し,地域の中
で安心して住みつづけ
られるよう援助する。

Ａ なし ○新規借上げ予定はないため、現在7
戸ある借上げ住宅（福祉型住宅）に対
し、あき家入居の募集を行い、あき家
が生じた際に､住宅に困窮する母子に
提供を行う。

都市整備部
住宅対策課

④ホームヘルプサービ
スの充実

 日常生活に支障をき
たした場合､一定期間
ホームヘルパーを派遣
し､生活安定を支援す
る。

Ａ ○実世帯数　17　世帯
派遣日数　　　833　日
自己評価：

○１５年度予定　　800 日
　　　　　　　　4,351　時間

子ども家庭部
こども家庭課
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⑤医療費助成  ひとり親家庭などに医
療費の一部を助成し、
保健の向上と福祉の
増進を図る。

Ａ 母子家庭　　436 世帯　　967　　人
父子世帯　　　 4 世帯　　　10　　人
養親世帯　　　 0 世帯　　　 0  　人
　　合計　　　440 世帯　　977　　人
医療費総額　　　　26,466,715　　円
自己評価：

○１５年度予定　　1,000 人 子ども家庭部
こども家庭課

 ⑥相談事業の充実  母子相談員、家庭相
談員を中心に、ひとり
親家庭が抱える問題,
悩みを解決するために
相談事業を充実させ
る。

Ａ ○平成１4年度
延べ相談件数　　１，１２３件
内訳　　児童に関する相談　８３ 件
　　　　　家族関係　　　　　　１４１件
　　　　　環境･福祉　　　　　５２１件
　　　　　その他　　　　　　　 ３７８件
　　（平成１３年度　　１，２８８件）
自己評価：

○子ども家庭相談員　　２名
　母子自立支援員　　　１名　　により
　子ども家庭相談室の運営を行う。

子ども家庭部
こども家庭課

⑦ひとり親家庭託児室
事業

　母子世帯の母親が
働かなければならず、
子どもが保育所に入れ
ない場合、母子世帯の
家庭で子どもを預かる
制度。
（武蔵野市母子寡婦福
祉会へ事業委託）

Ａ 利用者延１２名 １４年度に引き続き実施 武蔵野市民社
会福祉協議会

⑧母子世帯技能習得
費・就職支度金支給制
度

　母子世帯において母
親が就職するための
技能習得費・支度金を
援助し、生活自立を支
援する。

Ａ 技能習得　５名　　　就職支度　４名

自己評価：ひとり親の就労促進のため
に効果をあげている。

１４年度に引き続き実施 武蔵野市民社
会福祉協議会
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①在宅サービスの充
実

　障害者が日常生活を
より快適に過ごし､介
護にあたる家族の負
担も軽減し､安定した
生活をするため、各種
サービスの充実を図
る。

A ○ショートステイサービス
○デイサービス
○視覚(知的）障害者ガイドヘルパー
派遣
○重度脳性麻痺者介護人派遣
○心身障害者・難病者介護料助成
○手話ガイド（本庁）
○入浴・寝具乾燥・寝具丸洗いサービ
ス
○食事サービス
○福祉電話の設置及び使用料助成
○ファックス使用料助成
○補装具の交付及び日常生活用具の
給付
○車椅子及び機能訓練器具の貸出
○福祉タクシー利用券の交付
○自動車ガソリン費の助成

前年度と同様に障害の状況・程度に
応じたきめ細かな在宅サービスを提供
していく。

福祉保健部
障害者福祉課

②ホームヘルパーの
派遣

　日常生活に支障があ
る障害者のいる家庭に
ホームヘルパーを派遣
し、利用者が地域の中
で安心して自立した生
活を営むことができる
よう支援する。

A 心身障害者(児)、精神障害者、難病患
者等に対しホームヘルプサービス事業
を実施した。

支援費制度の開始にともない、サービ
スの低下をきたさないよう利用者に対
する周知活動とケースワークを充実
し、新制度へのスムースな移行を目指
す。

福祉保健部
障害者福祉課

③福祉作業所の整備・
充実

　障害者の自立につな
がる作業所の整備・充
実を図る。

A ○身体障害者対象作業所　２か所
○知的障害者対象作業所　４か所
○精神障害者対象作業所  ２か所

15年4月にワークイン関前が開設し、
知的障害者対象作業所が５ヶ所にな
る。

福祉保健部
障害者福祉課

④就労機会の拡大 　障害者の就労機会を
拡大するため、事業所
に障害者の雇用を働
きかける。

A ○（仮称）武蔵野市障害者人材セン
ター設置検討委員会の報告をもとに、
障害者人材センター設置に向けた検
討をおこなった。

社会情勢と照らし合わせながら、引き
続き検討していく。

福祉保健部
障害者福祉課

 (2)障害者の生
活の安定と自
立への支援
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⑤障害者年金・手当て
の充実

　年金・手当ての充実
を国に要望するととも
に、制度や給付内容に
ついて周知する。

 Ｄ 全国市長会を通じ関係機関に要望書
を提出した。また､制度説明のパンフを
窓口で配付した。

　１４年度に引き続き、年金・手当ての
充実を国に要望するとともに、制度や
給付内容について周知する。

環境生活部
保健年金課

⑥住環境整備への支
援

　障害者が自立して生
活できるような設備を
備えた住宅を整備する
とともに、住宅改造の
ための費用の一部を
助成する。

A ○住宅費（家賃）助成
○住宅整備・改善
○住宅改造相談（障害者福祉セン
ター）
自己評価：

○同左 福祉保健部
障害者福祉課

⑦福祉型民間アパート
借上げ

民間アパートを借上
げ､住宅に困窮する高
齢者に提供し、地域の
中で安心して住みつづ
けられるよう援助す
る。

Ａ なし ○新規借上げ予定はないため、現在8
戸ある借上げ住宅（福祉型住宅）に対
し、あき家入居の募集を行い、あき家
が生じた際に､住宅に困窮する障害者
に提供を行う。

都市整備部
住宅対策課

⑧相談事業の充実 　障害者の悩みに気軽
に、適切な相談が行わ
れるよう各種相談機関
との連携を密にし相談
機能の充実を図る。

A 新たに支援費認定訪問調査嘱託員を
１名配置するとともに、研修等を通じ職
員の資質の向上を図った。また、保健
所や在宅介護支援センター等と随時
連絡をとりあいながら、相談者の問題
の解決を援助した。

○同左 福祉保健部
障害者福祉課

基本目標Ⅲ 男女共同参画を支援する社会的環境整備
　　　課題５ 母性保護と女性の健康増進
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課

①母性保護について
の啓発活動の充実

　妊娠、出産、育児な
どの母性は、社会的に
保障されなければなら
ない。母性保護の重要
性について、市報、「ま
なこ」、｢健康だより」な
どを通して啓発をおこ
なう。

A ○「まなこ」などで随時啓発 ○同左 企画政策室
市民活動セン
ター

 (1)母性保護の
推進
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Ａ ｢むさしの健康だより｣　年１回　73,000
部
新聞折り込み､市政センター等
市報　･ホームページ
毎月２回事業日程を掲載
自己評価：更に、充実したＰＲに努め
る。

｢むさしの健康だより｣　年１回　78,000
部
新聞折り込み､市政センター等
市報　･ホームページ
毎月２回事業日程を掲載

福祉保健部
保健推進課

②性の尊重について
の啓発活動の充実

　第４回世界女性会議
で女性の人権問題とし
て主要な課題となった
リプロダクティブ・ヘル
ス／ライツ(性と生殖に
関する健康・権利）の
概念について普及・啓
発を行う。

Ｂ ○「まなこ」などで随時啓発
自己評価：随時、問い合わせに対応で
きるよう情報収集・提供をしていきた
い。

○同左 企画政策室
市民活動セン
ター

①妊娠、出産に関する
健康教育･診査の充実

妊娠中や周産期に起
因する母子の健康障
害を予防するために健
康教育、診査の充実を
図る。

Ａ 妊婦相談　　359名
こうのとり学級　女743名　男159名
902名
ペンギン学級　女90名　男76名　166
名
妊婦訪問指導　　21名
妊婦健康診査　　　　　1,889名
妊婦歯科健康診査　　　251名
妊産婦･新生児保健指導　　延48名
母子栄養強化（粉ミルク）　　468缶
自己評価：順調に実施されている。

妊婦相談　　随時
こうのとり学級  ４回１コース 年間10
コース
ペンギン学級  ２回１コース　年間3
コース
妊産婦訪問指導　　随時
妊婦健康診査　　　随時
妊婦歯科健康診査　　月２回
妊産婦･新生児保健指導　　随時
母子栄養強化　　　随時

福祉保健部
保健推進課

②乳幼児健康診査の
充実

乳幼児に対し総合的な
健康診査を行う。

Ａ 乳幼児健康診査　　　2,656名
乳幼児歯科相談　　2,937名
１歳６か月児健康診査　　　862名
１歳６か月児歯科健康診査　　810名
１歳６か月児保育相談　　　810名
３歳児健康診査
　内科871名 視力871名 聴力871名 歯
科866名
自己評価：順調に実施されている。

乳幼児健康診査　　随時
乳幼児歯科相談　　毎月
１歳６か月児健康診査　　随時
１歳６か月児歯科健康診査　　月２回
１歳６か月児保育相談　　月２回
３歳児健康診査　　月２回
　

福祉保健部
保健推進課

 (2)母子保健の
充実
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③母子健康相談・指導
の充実

母子の健康管理のた
め、継続的な健康相
談・訪問指導を行う。

Ａ 妊産婦・新生児訪問指導　　308名
母子保健推進活動　　　849名
産後健康診査　　　　894名

自己評価：順調に実施されている。

妊産婦・新生児訪問指導　　随時
母子保健推進活動　　随時
産後健康診査　　月２回

福祉保健部
保健推進課

④子育て支援の充実 子育ての不安を解消
し、乳幼児の健全育成
を図るため､育児講
座、子育て相談などの
充実を図る。

Ａ 育児相談　　　1,848名
育児学級
　　新米パパ・ママの子育て応援室
　　　　　　　大人309名　こども288名
　　おやこであそぼう
　　　　　　  大人187名　こども200名
    幼児食教室
          　　大人17名　こども17名
乳幼児発達相談　　116名
乳幼児発達健康診査　　194名
自己評価：順調に実施されている。

育児相談　　３会場　月６回
育児学級
    新米パパ・ママの子育て応援室
　　　　　　３回１コース　年４コース
　　おやこであそぼう
幼児食教室　年２回
　　　　　　２クラス　月１回
乳幼児発達相談　　　月１回
乳幼児発達健康診査　　月１回

福祉保健部
保健推進課

①健康診査の充実 女性のライフサイクル
に合った健康診査を実
施し､受診機会､調査
項目の充実と、受診後
のフォローアップ事業
の充実を図る。

Ａ 基本健康診査
     女14,719名　男7,293名　22,012名
老成人歯科健康診査
　　　女1,748名　男812名　2,560名
フォローアップ事業
　　糖尿病の予防教室　　５回１コース
延65名
　　高脂血症の予防教室　５回１コース
延76名
１歳６か月児母親歯科健診　778名
自己評価：電算システム化になり､事
後指導の充実を図る。

基本健康診査　　　年間
老成人歯科健康診査　　9～10月
フォローアップ事業
　糖尿病の予防教室　　２コース
　高脂血症の予防教室　２コース
１歳６か月児母親歯科健診　月２回

福祉保健部
保健推進課

 (3)健康づくり
の推進
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②健康教育の充実 女性のライフサイクル
に会った健康教育を充
実し、健康維持増進へ
の関心を高めていく。

Ａ 健康講座　　22回　女439名　男116名
延555名
「乳がん自己検診法」　3回　7名
健康講座の後、希望者及び乳がん精
密検査説明の時に実施
自己評価：参加者に偏りがあるため、
PRや内容を検討する。

健康講座　　　　２３回
「乳がん自己検診法」

福祉保健部
保健推進課

③疾病の予防 各種がんや骨粗しょう
症などの早期発見、早
期治療のための健康
診査など、予防を重点
においた健康教育・相
談の充実を図る。

Ａ 胃がん検診　　女656名　男262名　延
918名
（35歳以上）
若年層胸部検診　女381名　男62名
延443名
（15歳～39歳）
老成人胸部検診　女167名　男113名
延280名
（40歳以上）
乳・子宮がん検診　　7,120名
（30歳以上）
骨粗しょう症予防健診　　507名
（20～65歳の５歳刻みの女性）

自己評価：検診内容の見直しを検討す
る。
　

胃がん検診　　４、６、８、１０、１２、２月

若年層胸部検診　　５、１０月

老成人胸部検診　　５月

乳・子宮がん検診　　５、１１月
骨粗しょう症予防健診
　　２回１コース　年間９コース
　　20,25,30,35,40,45,50,55,60,65歳の
女性

福祉保健部
保健推進課

④健康相談の充実 心身の健康維持のた
め医師会、保健所など
関係機関と連携し充実
を図る。

Ａ 保健健康相談　　　　40歳以上　　47名
食生活健康相談　　40歳以上　　44名
歯科健康相談　　　　　　　　　　　　26名
薬の相談　　　　　　　　　　　　　　　21名

自己評価：更に充実したPRに努める。

保健健康相談　　　　月１回
食生活健康相談　　　月２回
歯科健康相談　　　隔月１回
薬の相談　　　　随時(薬剤師会会員薬
局）

福祉保健部
保健推進課
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 ⑤スポーツ・レクレー
ション活動の推進

健康保持・増進と社会
参加を促進するため、
各種スポーツ教室・大
会を行い健康増進事
業の充実を図る。実施
にあ たっては保育付
きを配慮する。

 Ａ ○一時保育
体育施設利用者の子ども（未就学児）
を保育する。利用者数２９０名
○各スポーツ教室の開催
親子体操（子供の成長と母親の運動
不足の解消）　３期２６回　参加者（延）
1,６４２人
自己評価：一層のＰＲと内容の充実を
図る。

○一時保育
体育施設利用者の子どもを（未就学
児）保育する。
○各スポーツ教室の開催  　同左　３
期　２７回

スポーツ振興
事業団

 ⑥スポーツ施設の整
備

健康保持・増進のため
のプログラムをもつ総
合体育館の 機能を充
実するとともに、身近
な地域でのスポーツの
場として学校体育施設
の開放を行う。

Ａ 学校施設開放の状況
（１）学校施設開放（団体開放）
　　　　　　　　１８校　４６０，７１８名
（２）遊び場開放（個人開放）
　　　　　　　　１２校　２４９，１０４名
自己評価：利用者のうちの女性割合が
わからないが学校開放を通して、女性
の健康保持・増進に繋がればと思う。

○同様に実施。 教育部
生涯学習ス
ポーツ課
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○参加者
第77回婦人バレーボール大会　112名（総
合体育館）　　　　　　　　　　　　　第78回婦
人バレーボール大会　123名（総合体育
館）
第37回レディース卓球大会　 88名（総合体
育館）
ファミリースポーツフェア　435名（総合体育
館他）
第17回市民スポーツフェスティバル　1,086
名（総合体育館他）
平成14年度第1回スポーツ交流会　63名
平成14年度第2回スポーツ交流会　45名
ブロック内スポーツ交流会　454名
ニュースポーツ大会　183名
子育てママのスポーツ教室　638名
市民スポーツデー（8,3月を除く毎月第3日
曜日）　804名
市民皆泳デー（スポーツデーのうち7月）
85名
市立第四中プール開放　1,979名
自己評価：市民スポーツにおける女性の参
加率は高く、今後も子育て支援の一環とし
て各種スポーツ教室の充実を図っていきた
い。

○昨年同様に実施する 教育部
生涯学習ス
ポーツ課

 Ａ ○施設予約受付時間の延長
（１４年４月1日より、午後８時までを９
時までに延長）
〇窓口サービス担当係りを新たに設
け、利用者のサービス向上を図った。
自己評価：一層のサービスの充実を図
る。

〇武蔵野市スポーツ情報誌｢ドゥ･ス
ポーツ｣の誌面の充実（８Ｐから12Ｐ
へ）

スポーツ振興
事業団
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 ⑦指導者の育成  市民の年齢、運動能
力に応じ適切な指導を
行なう指導者の養成を
図る。

　Ａ ○各種指導者養成講習会　110名（武
蔵野市体育協会委託）
自己評価：スポーツ指導員講習会を適
宜開催し、指導者の育成に努めた。

○昨年同様に実施する 教育部
生涯学習ス
ポーツ課

基本目標Ⅲ 男女共同参画を支援する社会的環境整備
　　　課題６ 女性相談事業の充実
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)女性総合相
談の実施

①女性総合相談室の
設置

　カウンセリングを中心
としたきめ細かな相談
を実施するため、総合
相談室の設置を検討
する。

Ｃ ○研究予定 企画政策室
市民活動セン
ター

②各種相談の充実と
連携

法律相談、健康相談、
福祉相談など各種相
談と連携を密にし、女
性のための相談機能
の充実を図る。

Ａ 法律相談　相談件数
女７２１人
男５１２人
計１２３３人　　　　　女性弁護士1名

企画政策室
市民活動セン
ター

48 ページ



基本目標Ⅳ 計画を推進するための体制づくり
　　　課題１ 計画推進体制の整備と強化
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)庁内推進体
制の強化

①女性関係行政推進
会議の組織と機能の
強化

　計画を効果的に推進
するため女性関連施
策関係部課の連絡を
密にし、施策推進の調
整機能を持つよう、組
織の強化とともに、女
性行動計画推進市民
会議との連携を図る。

 Ａ  ○女性関係行政推進会議の開催
開催日：14年6月3日
内容：市長を議長に6部18課の女性行
動計画事業担当部課長と、その他に
関係課長が出席。「女性行動計画事
業等調査報告書｣を基に武蔵野市第
二次女性行動計画の進捗状況の報
告。
自己評価：実務者レベルの連絡会の
設置も必要と思われる。

○女性行動計画推進会議の開催
開催日：14年6月3日
内容：同左

企画政策室
市民活動セン
ター

②担当部局組織の見
直し

 女性関係施策を効果
的に推進するために、
組織を再検討する｡

 B ４月１日に実施した機構改革により、
企画政策室市民活動センター副参事
(男女共同参画担当)を設置し、男女共
同参画を推進するための組織の見直
しを行った。

なし 総務部総務課
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③男女平等を基礎とし
た職員体制づくり

市政を推進する職員
一人ひとりの「男女平
等」についての意識と
関心を高め、男女平等
の視点で業務が行え
るよう研修を充実させ
る。

Ａ ○市町村職員研修所研修
・男女共同参画社会形成研修
実施日　平成14年6月26日～27日
　　　　　　　　　　　11月27日～28日
参加職員3名
・人権啓発研修｢女性の人権問題｣
実施日　平成14年8月27日
参加職員5名
○新任主任・係長・課長研修
・「セクシャル・ハラスメント」～被害者
も加害者も出さない職場づくりに向け
て～
ビデオ鑑賞
実施日　平成14年5月10日
　　　　　　　　　　　 7月10日
　　　　　　　　　　　 7月17日
参加職員82名（女性33名　男性49名）
○市町村職員研修所･第3ブロック合
同研修
・セクシャルハラスメント相談員研修
実施日　平成14年10月18日
参加職員3名
自己評価：より多くの職員に周知・研
修が必要である。

○市町村職員研修所研修
男女共同参画社会形成研修
○各階層別研修
「セクシャル・ハラスメント」～被害者も
加害者も出さない職場づくりに向けて
～

総務部人事課

④いきいき職場づくり
プロジェクトチームの
設置

 市役所が、男女ともに
個性と能力を発揮し、
いきいきと働く男女平
等の職場づくりの方策
を検討するため常設す
る。

 B  ―  ― 企画政策室
市民活動セン
ター

⑤女性職員が「市長と
語る会」の設置

 女性職員の意見が職
場づくりに反映される
よう、「市長と語る会」
を設置する。

 B  ―  ― 総務部人事課
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 (2)市民参画に
よる推進体制
の強化

 ①女性行動計画推進
市民会議の組織と機
能の強化

 　計画の推進と女性
施策のあり方につい
て、市民の意見が十分
反映されるよう市民会
議を常設し、女性施策
の進捗についてチェッ
ク機能を充実させる。

 Ａ  ○第5期女性行動計画推進市民会議
の設置
　委員：１２名（一部委員を公募した。
公募委員２名）　 会議の開催：９回
次期行動計画策定に向けての提言を
１月にまとめた。

 ○年度後半に市民会議の設置予定。 企画政策室
市民活動セン
ター

 (3)男女共同参
画推進条例の
制定と男女共
同参画都市宣
言

 ①男女共同参画推進
条例の制定

 　男女共同参画の理
念を、市政と市民活動
に盛り込んだ市民条例
を制定し、効率的な施
策推進を図る。

 Ｂ  ○近隣自治体の推移を見守り、検討
への準備を始める。
自己評価：引き続き情報を収集する。

 ○同左 企画政策室
市民活動セン
ター

 ②男女共同参画都市
宣言

 　男女共同参画の理
念を、市政と市民に浸
透させるため、宣言文
としてまとめ、効率的
な施策推進を図る。

 Ｂ ― ― 企画政策室
市民活動セン
ター

 (4)国・都・市・
区・町・村との
連携強化

 ①連携を強化するた
めの各種会議等への
出席

 　女性問題担当者会
議等において、関係機
関との連携を深め、効
果的な施策推進を図
る。

 Ａ  ○各種会議等への出席
日本女性会議：青森市
(10月4日、5日）
市町村女性問題実務担当職員連絡会
(10月10日、2月13日)
労働情勢懇談会
(11月25日)
自己評価：調整の上、極力出席し、ＤＶ
法等の情報収集・情報交換に努めた。

 ○各種会議等への出席
市町村男女平等参画施策担当課長会
議
(5月2日・後期未定)
日本女性会議：大津市
(10月17日、18日）
市町村女性問題実務担当職員連絡会
(未定)
労働情勢懇談会
(未定)

企画政策室
市民活動セン
ター

 ②国・都等への働きか
け

 　男女共同参画社会
実現のための、法・制
度の一層の充実を国・
都等に要望する。

 Ｄ  ―  ― 関係各課
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基本目標Ⅳ 計画を推進するの体制づくり
　　　課題２ 男女共同参画社会を形成するための総合的組織の整備と施設の建設
施策の方向 事業 事業の概要(現況) 実施区分 １４年度事業実績 １５年度事業予定 所管課
 (1)むさしの
ヒューマン・プラ
ザ(仮称）の建
設

 ①「むさしのヒューマ
ン･プラザ(仮称)」建設
基本構想検討委員会
の設置

 　男女共同参画社会
の実現と女性の自立
支援を目指した拠点施
設として検討する。

 Ｂ  ○むさしのヒューマン･ネットワークセ
ンターで活動する女性団体、市民等を
支援する。
自己評価：新規団体の登録勧誘と、活
動の普及、IT活用で情報提供を充実
するべき。

 ○同左 企画政策室
市民活動セン
ター

 ②｢むさしのヒューマ
ン･プラザ(仮称)」を結
節点とした市民活動支
援方策の検討

 　「市民活動促進法
(NPO）法」の趣旨に沿
うような市民活動を支
援する体制整備と、多
様な活動に開かれた
組織としての｢むさしの
ヒューマン･プラザ(仮
称)｣を検討する。

 Ｂ  ○むさしのヒューマン･ネットワークセ
ンターで活動する女性団体、市民等を
支援する。
自己評価：新規団体の登録勧誘と、活
動の普及、IT活用で情報提供を充実
するべき。

 ○同左 企画政策室
市民活動セン
ター
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３．武蔵野市における施策決定の場への女性の参画状況

平成15年3月31日現在
１．議会
№ ﾖﾐ 名称 総委員数 女性委員数 割合％ 根拠法
1 市議会 28 7 25.0% 地方自治法

２．行政委員会 地方自治法第１８０条の５に定めるもの
№ ﾖﾐ 名称 総委員数 女性委員数 割合％ 根拠法
1 教育委員会 5 2 40.0% 地方教育行政の組織の運営に関する法律
2 選挙管理委員会 4 2 50.0% 地方自治法
3 公平委員会 3 0 0.0% 地方公務員法
4 監査委員会 2 0 0.0% 地方自治法
5 農業委員会 16 1 6.3% 農業委員会等に関する法律
6 固定資産評価審査委員会 6 1 16.7% 地方税法

委員数　　　小計 36 6 16.7%

３．付属機関
名称 総委員数 女性委員数 割合％
ア．イ．合計 659 291 44.2%

ア．地方自治法第２０２条の３　別表７に定めるもの
№ ﾖﾐ 名称 総委員数 女性委員数 割合％ 根拠法
1 武蔵野市防災会議 26 3 11.5% 災害対策基本法・武蔵野市防災会議条例
2 民生委員推薦会 14 8 57.1% 民生委員法
3 国民健康保険運営協議会 17 2 11.8% 国民健康保険法
4 建築審査会 5 0 0.0% 建築基準法

委員数　　　小計 62 13 21.0%

イ．法律・条例等で設置しているもの(地方自治法第138条の４、第202条の3）
№ ﾖﾐ 名称 総委員数 女性委員数 割合％ 根拠法など
1 ｶｲ 介護認定審査会 58 18 31.0% 介護保険法
2 ｶﾝ 環境美化推進員 79 65 82.3% 武蔵野市廃棄物の抑制・再利用と適正処理及びまちの美化に関する条例
3 ｷﾞｮ 行政相談委員 3 1 33.3% 行政相談委員法
4 ｺｳ 交通安全対策会議 19 1 5.3% 交通安全対策基本法
5 ｺｳ 公害監視連絡委員 13 12 92.3% 武蔵野市公害防止に関する条例
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6 ｺｼﾞ 個人情報保護審議会 8 1 12.5% 武蔵野市個人情報保護条例
7 ｻﾞｲ 財産価格審議会 8 1 12.5% 武蔵野市財産価格審議会条例
8 ｼｬ 社会教育委員の会議 12 3 25.0% 武蔵野市社会教育委員に関する条例
9 ｼｮ 奨学金審議会 9 2 22.2% 武蔵野市奨学金支給条例
10 ｼｮ 消費生活モニター 22 20 90.9% 武蔵野市緊急市民生活防衛条例
11 ｼﾞｮ 情報公開委員会 7 2 28.6% 武蔵野市情報公開条例
12 ｼﾞﾝ 人権擁護委員 6 3 50.0% 人権擁護委員法
13 ｾｲ 青少年問題協議会 33 10 30.3% 青少年問題協議会条例
14 ﾄｸ 特別土地保有税審議会 7 1 14.3% 地方税法
15 ﾄｼ 都市計画審議会 15 3 20.0% 都市計画法
16 ﾌﾞﾝ 文化財保護委員会 10 1 10.0% 武蔵野市文化財保護条例
17 ﾎｺﾞ 保護司会 27 11 40.7% 保護司法
18 ミン 民生委員 96 75 78.1% 民生委員法
19 ﾑｻ 武蔵野市廃棄物に関する市民会議 6 1 16.7% 武蔵野市廃棄物の抑制・再利用と適正処理及びまちの美化に関する条例
20 ﾑｻ 武蔵野市体育指導委員 29 19 65.5% スポーツ振興法
21 ﾑｻ 武蔵野情報公開・個人情報保護審査会 5 1 20.0% 武蔵野市情報公開条例（Ｈ１３．７．１施行）
22 ﾑｻ 武蔵野市環境浄化審議会 7 2 28.6% 武蔵野市環境浄化に関する条例
23 ﾑｻ 武蔵野市障害者福祉センター運営協議会 14 4 28.6% 武蔵野市障害者福祉センター条例
24 ﾑｻ 武蔵野市保健センター運営委員会 12 5 41.7% 武蔵野市立保健センター条例
25 ﾑｻ 武蔵野市自転車等駐車対策協議会 14 1 7.1% 武蔵野市自転車等の適正利用及び放置防止に関する条例
26 ﾑｻ 武蔵野市市民会館運営委員会 10 4 40.0% 武蔵野市市民会館運営委員会条例､同施行規則
27 ﾑｻ 武蔵野市建築紛争調停委員会 3 1 33.3% 武蔵野市中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例
28 ﾑｻ 武蔵野市環境市民会議 20 5 25.0% 武蔵野市環境基本条例
29 ﾑｻ 武蔵野市特別職報酬等審議会 10 0 0.0% 武蔵野市特別職報酬等審議会条例
30 ﾑｻ 武蔵野市生活安全会議 4 1 25.0% 武蔵野市生活安全条例
31 ﾑｻ 武蔵野市生活安全対策推進協議会 18 3 16.7% 武蔵野市生活安全条例
32 ﾑｻ 武蔵野市消防団員賞じゅつ金審査委員会 6 0 0.0% 武蔵野市消防団員賞じゅつ金支給条例
33 ﾖﾎﾞ 予防接種対策委員会 7 1 14.3% 武蔵野市予防接種対策委員会規則

委員数　　　小計 597 278 46.6%

４．その他の審議会 要綱などにより設置されているもの
№ ﾖﾐ 名称 総委員数 女性委員数 割合％ 根拠法など
1 コミ コミュニティセンター補助金検討委員会 4 4 100.0% 武蔵野市コミュニティセンター事業費等検討委員会要綱
2 ｼｬ 社会を明るくする運動実行委員会(実務担当者) 29 6 20.7% 社会を明るくする運動武蔵野市設置要綱
3 トク 特定非営利活動法人補助金交付審査会 2 1 50.0% 武蔵野市特定非営利活動法人補助金交付要綱
4 ﾑｻ 武蔵野市コミュニティセンター事業費等検討委員会 8 4 50.0% 武蔵野市コミュニティセンター事業費等検討委員会要綱
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5 ﾑｻ 武蔵野市防災関係機関等連絡会 20 1 5.0% 防災関係機関等連絡会設置要綱
6 ﾑｻ 武蔵野桜まつり実行委員会(第１１回） 15 1 6.7% 武蔵野桜まつり実行委員会設置要綱
7 ﾑｻ 武蔵野市福祉保健部関連法人懇談会 6 0 0.0% 武蔵野市福祉保健部関連法人懇談会設置要綱
8 ﾑｻ 武蔵野市三計画総合策定委員会 17 5 29.4% 武蔵野市三計画総合策定委員会設置要綱
9 ﾑｻ 武蔵野市テンミリオンハウス事業採択評価委員会 9 1 11.1% 武蔵野市テンミリオンハウス事業採択評価委員会設置要綱
10 ﾑｻ 武蔵野市献血推進協議会 26 5 19.2% 武蔵野市献血推進協議会設置要綱
11 ﾑｻ 武蔵野市市民用病床運営協議会 9 1 11.1% 武蔵野市市民用病床運営協議会設置要綱
12 ﾑｻ 武蔵野市母子保健連絡協議会 12 3 25.0% 武蔵野市母子保健連絡協議会設置要綱
13 ﾑｻ 武蔵野市立学校給食運営委員会 34 26 76.5% 武蔵野市立学校給食運営委員会要領
14 ﾑｻ 武蔵野クリーンセンター運営協議会 9 4 44.4% 武蔵野クリーンセンター運営協議会要綱
15 ﾑｻ 武蔵野市緑のまちづくりレポーター 49 34 69.4% 武蔵野市緑のまちづくりレポーター設置要綱
16 ﾑｻ むさしのヒューマン・ネットワークセンター運営協議会 24 21 87.5% むさしのヒューマン・ネットワークセンター管理運営要綱
17 ﾑｻ 武蔵野市女性行動計画推進市民会議 12 8 66.7% 武蔵野市女性行動計画推進市民会議設置要綱
18 ﾑｻ 武蔵野商工会館地域情報コーナー管理委員会 8 2 25.0% 武蔵野商工会館地域情報ｺｰﾅｰ管理委員会設置要綱
19 ﾑｻ 武蔵野市交通安全対策協議会 27 3 11.1% 武蔵野市交通安全対策協議会設置要綱
20 ﾑｻ 武蔵野市障害者計画推進協議会 10 3 30.0% 武蔵野市障害者計画推進協議会設置要綱
21 ﾑｻ 武蔵野市青少年善行表彰選考委員会 11 4 36.4% 武蔵野市青少年善行表彰及び奨励事業実施要綱
22 ﾑｻ 武蔵野市青少年問題協議会地区委員会 1425 1028 72.1% 武蔵野市青少年問題協議会地区委員会要綱
23 ﾑｻ 武蔵野市高齢者保健福祉サービス評価推進委員会 4 0 0.0% 武蔵野市高齢者保健福祉サービス評価推進委員会設置要綱
24 ﾑｻ 武蔵野市在宅高齢者訪問歯科検診事業運営協議会 6 1 16.7% 武蔵野市在宅高齢者訪問歯科検診事業運営協議会設置要綱
25 ﾑｻ 武蔵野市図書館運営委員会 10 4 40.0% 武蔵野市図書館運営委員会設置要綱
26 ﾑｻ 武蔵野市図書館運営委員会選書部会 6 4 66.7% 武蔵野市図書館運営委員会選書部会設置要綱
27 ﾑｻ 武蔵野市緑化・環境市民委員会 11 5 45.5% 武蔵野市緑化環境市民委員会設置要綱
28 ﾑｻ 武蔵野キャンプカウンセラー 46 32 69.6% 武蔵野キャンプカウンセラーに関する要綱
29 ﾑｻ 武蔵野市広報合評委員会 5 2 40.0% 武蔵野市広報合評委員開設設置要綱
30 ﾑｻ 武蔵野市公立保育園のあり方を考える委員会委員 7 2 28.6% 武蔵野市公立保育園のあり方を考える委員会設置要綱
31 ﾑｻ 武蔵野市シニア活力アップ推進事業実施検討委員会 13 6 46.2% 武蔵野市シニア活力アップ推進事業実施検討委員会設置要綱
32 ﾑｻ 武蔵野市シニア活力アップ推進事業推進委員会 10 2 20.0% 武蔵野市シニア活力アップ推進事業推進委員会設置要綱
33 ﾑｻ 武蔵野市美術資料収集選定委員会 3 1 33.3% 武蔵野市美術収集選定委員会設置要綱
34 ﾑｻ 武蔵野市図書交流センター運営委員会 6 0 0.0% 武蔵野市図書交流センター運営委員会設置要綱
35 ﾑｻ 武蔵野市学校教育のあり方検討委員会 9 2 22.2% 武蔵野市学校教育のあり方検討委員会設置要綱
36 ﾑｻ 武蔵野市立境幼稚園及び境保育園のあり方検討委員会 9 5 55.6% 武蔵野市立境幼稚園及び境保育園のあり方検討委員会設置要綱
37 ﾑｻ 武蔵野市心身障害教育就学指導委員会 22 11 50.0% 武蔵野市心身障害教育就学指導委員会設置要綱
38 ﾑｻ 武蔵野市心身障害教育推進委員会 30 10 33.3% 武蔵野市心身障害教育推進委員会運営要綱
39 ﾑｻ 武蔵野市吉祥寺商業振興等調査審議会 6 0 0.0% 武蔵野市吉祥寺商業振興等調査審議会設置要綱
40 ﾑｻ 武蔵野市末広通り景観整備研究会 16 4 25.0% 武蔵野市末広通り景観整備研究会設置要綱
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41 ﾔｶﾞ 野外活動センター運営委員会 8 2 25.0% 武蔵野市野外活動センター運営委員会設置要綱
委員数　　　小計 1993 1258 63.1%

５．その他(市民参加等）
№ ﾖﾐ 名称 総委員数 女性委員数 割合％ 根拠法など
1 ｱｶ 明るい選挙推進協議会 34 28 82.4% 武蔵野市明るい選挙推進協議会規約
2 ｱｶ 明るい選挙推進委員 6 2 33.3% 武蔵野市明るい選挙推進協議会規約
3 ｱｶ 明るい選挙話し合い指導員 2 1 50.0% 武蔵野市明るい選挙推進協議会規約
4 ｶﾞｯ 学校施設開放運営委員会 166 135 81.3% 武蔵野市学校施設の開放に関する条例施行規則
5 ｷﾀ 北町高齢者センターボランティア 168 164 97.6%
6 ｷﾁ 吉祥寺駅周辺自転車等適正利用懇親会 40 7 17.5% 吉祥寺駅周辺自転車等適正利用懇談会会則
7 ｺｳ 公社ヘルパー 197 193 98.0%
8 ｺﾐ コミュニティ協議会（委員長) 16 7 43.8% 各協議会会則、武蔵野市コミュニティ条例
9 コミ ごみを減らそう市民行動委員会 22 7 31.8%
10 コミ 武蔵野市コミュニティ評価委員会 7 1 14.3% 武蔵野市コミュニティ条例、施行規則
11 サー サービス評価委員会 8 3 37.5%
12 ｼﾐ 市民社会福祉協議会理事 15 5 33.3%
13 ｼﾐ 市民社会福祉協議会評議員 40 22 55.0%
14 ﾁｲ 地域福祉活動推進協議会役員 94 75 79.8%
15 チイ 地域福祉活動策定委員会 21 9 42.9%
16 ﾌｸ 福祉公社協力員 86 83 96.5% 財団法人武蔵野市福祉公社協力員派遣規則
17 ﾎﾞﾗ ボランティアセンター武蔵野運営委員 15 6 40.0%
18 ﾎﾞﾗ ボランティアセンター武蔵野活動会員 938 713 76.0%
19 ﾑｻ 武蔵野の女性史（仮称）編纂委員会 7 6 85.7%
20 ﾑｻ 武蔵野市地域学長懇談会 6 1 16.7% 武蔵野市地域学長懇談会会則
21 ﾑｻ 武蔵野市国際交流協会理事会 12 2 16.7%
22 ﾑｻ 武蔵野市樹木管理市民研究会 18 5 27.8%
23 ﾑｻ 武蔵野市立学校給食共同調理場運営委員会 50 35 70.0% 武蔵野市立学校給食共同調理場運営規則
24 ﾑｻ 武蔵野市学校保健委員会（幹事会） 11 8 72.7%

委員数　　　小計 1979 1518 76.7%
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４．都区市町村女性割合の比較

基準日　平成8年～10年：4月1日、平成11年～：3月31日(職員割合のみ4月1日)
8年（％） 9年（％） 10年（％） 11年（％） 12年（％） 13年（％） 14年（％） 1５年（％）

都 議会 8.7 10.2 10.5 8.8 12.0 15.0 15.0
行政委員会 7.2 7.2 9.6 11.5 7.4 6.4 7.3
付属機関 13.1 13.1 16.2 14.5 14.8 12.8 17.5
その他の審議会 15.6 15.6 13.6 17.1 18.0 50.9 34.8
職員(事務＋技術) 28.2 28.6 29.1 29.5 34.5 32.5 ***

区 議会 14.2 14.2 14.2 19.5 19.7 19.5 19.7
行政委員会 9.4 9.4 10.4 8.8 10.3 12.7 12.1
付属機関 14.3 15.4 15.9 16.2 18.9 21.1 20.5
その他の審議会 29.0 29.2 30.0 29.1 30.9 31.6 33.7
職員(事務＋技術) 55.6 55.8 55.8 55.8 53.0 51.9 53.3

市 議会 17.9 18.4 19.0 22.2 22.3 23.0 23.3
行政委員会 7.5 7.8 7.6 7.8 9.1 10.3 10.6
付属機関 28.4 28.1 28.4 30.1 30.2 29.3 30.2
その他の審議会 37.7 38.5 38.5 36.5 35.8 38.7 35.0
職員(事務＋技術) 36.3 36.9 37.0 37.3 38.0 39.8 37.9

町村 議会 7.0 7.1 6.5 7.1 9.3 6.9 7.0
行政委員会 8.0 7.8 7.7 8.8 5.7 14.8 13.7
付属機関 11.1 11.1 12.0 15.8 18.1 16.0 19.3
その他の審議会 17.0 22.9 28.5 24.2 35.3 24.8 17.2
職員(事務＋技術) 34.1 34.3 33.9 34.1 34.5 37.0 34.0

武蔵野市 １．議会 16.7 16.7 17.2 23.3 23.3 23.3 25.0 25.0
２．行政委員会 10.8 10.8 11.4 11.1 19.4 22.2 16.7 16.7
３．付属機関 44.7 45.5 47.1 48.0 43.9 44.8 45.6 44.2
４．その他の審議会 38.6 55.0 19.5 26.7 48.1 70.0 68.5 63.1
職員(事務＋技術) 39.6 40.0 39.9 40.4 40.7 41.4 41.4 41.4

資料：区市町村男女平等施策推進状況調査(東京都生活文化局）
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５．武蔵野市の職員の女性割合 (派遣・休職を除く）

基準日
年月日男 女 計 割合 男 女 割合 男 女 割合 男 女 割合 男 女 割合 男 女 割合 男 女 割合
15.4.4 628 444 1072 41.4% 76 2 2.6% 68 8 10.5% 97 39 28.7% 189 160 45.8% 198 235 54.3% 10 6 37.5%
14.4.1 636 450 1086 41.4% 77 2 2.5% 57 7 10.9% 104 34 24.6% 181 164 47.5% 217 243 52.8% 10 12 54.5%
13.4.4 657 464 1121 41.4% 87 2 2.2% 48 6 11.1% 105 21 16.7% 149 150 50.2% 268 285 51.5% 4 6 60.0%
12.4.4 682 468 1150 40.7% 91 2 2.2% 45 7 13.5% 93 18 16.2% 160 144 47.4% 293 297 50.3% 5 5 50.0%
11.4.5 700 475 1175 40.4% 93 2 2.1% 49 8 14.0% 94 14 13.0% 150 141 48.5% 314 310 49.7% 12 8 40.0%
10.4.3 710 472 1182 39.9% 93 1 1.1% 49 9 15.5% 86 14 14.0% 155 133 46.2% 327 315 49.1% 13 11 45.8%
9.4.4 718 479 1197 40.0% 89 2 2.2% 47 10 17.5% 84 13 13.4% 161 112 41.0% 337 342 50.4% 8 7 46.7%
8.4.2 739 485 1224 39.6% 86 4 4.4% 46 10 17.9% 94 11 10.5% 156 109 41.1% 357 351 49.6% 7 6 46.2%
7.4.1 763 488 1251 39.0% 84 5 5.6% 36 9 20.0% 100 9 8.3% 156 97 38.3% 387 368 48.7% 25 15 37.5%
6.4.1 760 489 1249 39.2% 77 3 3.8%   134 16 10.7% 150 89 37.2% 399 381 48.8% 14 17 54.8%

主任 主事 採用職員数 部課長 課長補佐 係長
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